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第3章 マルチメデ ィアが拓 く情報通信の

新たな世界

近年、デ ジタル技術 をは じめ とす る技術革新等 の急速 な進展 に伴い、

文字やデー タの情報 だけ ではな く、 音声や 映像情報 につ いて も複合的 ・

一体 的に利用 し
、対話的にや りと りす る といったマルチ メディア化の動

きが進んでい る。

特 に今年 はケーブルテ レビの双方 向サー ビスの実験に 向け た取組の進

展、通信機能 を有す る携帯情報端末 の発売、現実感の ある3次 元映像 を

楽 しめ る次世代 ゲーム機 の発売等マ ルチ メデ ィア をめ ぐる様 々 な動 きが

予想 されるなど、各分 野でマルチ メデ ィア化 の動 きが本格化 す ることか

ら 「マルチ メデ ィア元年」 といわれてい る。

現在 の情報通信 の利用 は、例 えば電話に よる音声通話 や地上 波放送の

視聴 のよ うに、伝達す る情報 の形態や品質 に制約 があ った り、受動的な

視聴 に限 られてい るが、今 後は より高 品質 で、多様 な表 現形態の情報 を、

いつ で も、 どこで も大量 にかつ瞬時に、対話 的にや りとりして利用する

ことが可能なマ ルチメディア化が進展 してい くと考 え られ る。

そこで、本 白書 においては、情報通信分野 にお いて、多様 な表現 メディ

アを統合 的に利用 し、対話的 にや りと りで きるマ ルチ メデ ィア化の動 き

に焦点 を当て、 これ を 「情報通信のマルチ メデ ィア化」 として取 り上げ

るこ ととす る。

まず第1節 において情報 通信 のマルチ メデ ィア化が進展 した場合 、21

世紀の生活 ・経済 ・社会 に どの ようなインパ ク トを もたらすか について

明 らかにす る とともに、次に第2節 では現在マルチ メデ ィア化の萌芽期

にあ る情報通信が どの ように利用 ・開発 され、企業や外国政 府が どのよ
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うに取 り組んでい るか を紹介 し、最後 に第3節 においてマルチ メディア

化の進展に向けて郵政省が積極 的に推進 してい る施策等について概観す

ることとしたい。

第1節 情報通信のマルチメデ ィア化が もたらす社会

経済への効果

1マ ルチ メディア化の進展 す る情報通信

(Dマ ルチメデ ィア化の進展

電話、 テレビジ ョン放送 をは じめ とす る従来の情報通信は、伝達 で き

る表現メデ ィアの種 類に制約が あった り、受動的な利用 しかできないな

ど、情報 を多様かつ欲す る表現形態で、対話的にや りとりする とい うこ

とは十分 にはで きなか ったが、近年 のデ ジタル技術 ・ネ ッ トワー ク技術 ・

コンピュー タ技術等情報通信関連技術 の著 しい進展等に よ り、従来複数

組み合 わせ利用 す るこ とので きなか った表現 メデ ィア を統合的 に利用

し、対話的にや りとりす るこ とが可能 とな りつつある。

例 えば、家庭 にお いては、従来の文字 ・図形 一デー タに加 え、動画 ・

音声等を扱 うこ とが できるように なったマルチ メディアパ ソコンで作成

した映像 ソフ トをパ ソコン通信ネ ッ トワー クを利用 して伝送 ・交換す る

ことが始 まってお り、 またケーブルテレ ビの双方向機能 を利用 したホー

ムシ ョッピングの実用化や ビデ オ ・オン ・デマ ン ドの実験等 もなされて

いる。産業においては、ISDNやLAN等 の情報通信ネ ッ トワー クを

利用 して、映像情報 を含む多様 な情報 を提供 した り、業務 に利用 してい

る例がみ られるほか、ISDNや 衛 星回線でネ ッ トワー ク化 され たワー

クステー ションによ り、多地点間 で文字 ・図形 ・音声 ・データ ・映像等

の様々な情報 を瞬時 に共有 ・交換 ・処理 で きる遠隔協 同作業 システムが
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実用化 されてい る。

② マルチメデ ィア化 を支 える技 術的背景

情報通信 のマ ルチメデ ィア化 の背景 としては、近年 のデ ジタル技術を

は じめ とす る情 報通信 関連技術 が急速 に進展 して い るこ とが あげ られ

る。

ア ネ ッ トワーク技術

情報通信ネ ッ トワー クのデ ジタル化及 び高速 ・大容量化、画像圧縮技

術 の進展 によ り、映像 を含め た様々 な表現 メデ ィアの伝 送が可能 となっ

てい る。現在の電話回線 は、デー タ伝 送速度 が9.6～14.4kb/s程 度で、音

声通信以外に ファクシ ミリ、パ ソコンなどのデー タ通信 は可能 であ るが、

現在 のテレビジ ョン方式 であ るNTSC方 式の テレビジ ョン放 送信号は

約115Mb/sで あ り、た とえ1/100程 度 にデー タ圧縮 して も迅速 に伝送す

るこ とは難 しい。 これに対 してISDNで は、デー タ伝 送速度が電話回

線 のお よそ6～150倍 の64kb/s～1.5Mb/sに 向上 され てお り、後述のよ

うな画像圧縮 技術 を併用す るこ とでアナ ログの電話回線では困難 だった

動画像伝送 が可能 であ り、ISDNを 利用 したテレビ会 議 ・テレビ電話・

遠隔診断等が始 め られている。

また、無線 につ いて も、デ ジタル化 や制御 技術 の革新が進 み、画像や

高速デー タを伝送 で きる移動通信 が可能になって きてい るとともに、 ミ

リ波等の高い周波数 の開発が進 み、小 型化や有 線網 に対応す る高速 ・大

容量無線通信 も可能 になって きて いる。

一方
、ケー ブルテ レビで も、広帯域伝送特 性 を活か したデ ジタル伝送

技術や 映像圧縮 技術 の研 究が進 め られて お り、 ケーブ ル テ レビネッ ト

ワー クの持 つ双方 向機能 と合わせて、マルチ メデ ィア化 の進展が期待 さ

れてい る。

画像圧縮技術 は、1980年 代 以降次々 と新 しい符号化方式が開発 され、
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テレビ会議 ・テ レビ電話用の圧縮 技術 として、動 きを制限 した準動画 を

ISDNの 基本速度(64kb/s～)で 伝送す るH.261、 蓄積 系の圧縮 技

術 として、VTRと 同程度の品質 の動画 を1.5Mb/s以 下 に圧縮す るMP

EG-1が 国際標準化 され、 これ らの方式 を採用 したテレビ会議 システ

ムやパー ソナ ルコンピュー タの発売 ・利用が始 まってい る。 さらに、現

行テレビ、HDTVの 映像 を放 送用品質 で、通信 ・放送 ・蓄積等 で共通

に利用す るこ とを目的 とした圧縮技術 であるMPEG-2が 現在検 討 さ

れてお り、技術的仕様が ほぼ固 ま り、本年末か来年 は じめに も国際標準

化 される予定 である。

イ ハ ー ドウェア、ソフ トウェア関連技術

ハー ドウェアや ソフ トウェアに関す る技術の進展 によ り、文字・図形 ・

音声 ・デー タ ・映像等様 々な表現 メディアの統合 的な利用が可能 となる

とともに、優 れたヒュー マンインター フェイスに よる映像等の情報の容

易な加工 ・処理等が可能 となって きている。

ハー ドウェアに関す る技術 につ いては、CPU(中 央処理装置:Cen-

tralProcessingUnit)の 処理能力の向上 と小型化が進み、動画 などの大

量のデ ジタル情 報の高速処理 が可能 とな る とともに、今 後 のマ ルチ メ

ディアのプ ラッ トフォーム として期待 される携帯情報端末の ような小 型

の端末の開発が可能 となっている。 また、入 出力装 置については、テ レ

ビジョン受像機 をは じめ、パ ソコン、ワー クステーシ ョンに使用 され最

も普及 してい るブラウン管(CRT:CathodeRayTube)の 高精細化

や携帯情報端末 の出力装 置 として期待 されてい る液晶デ ィスプ レイにつ

いても高精細化 ・大型化 が進ん でい る。入力装 置 としてはペ ンが指 して

いる位 置を検 出す るこ とができ、ペ ンによる入力が可能 なタブ レッ トが

注 目を集めてお り、 なかで も表示一体 型の液晶 タブ レッ トは携帯情報端

末に利用 され、 ヒューマ ンインターフェイスの向上 に貢献 している。
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ソフ トウェアに関す る技術 につ いては、近年、映像 ・音声 な どの時間

軸 をもった情報 を、 これ まで扱って きた文字や 図形 な どの情報 と同様に

しか も統合的 に取 り扱 うことがで きるマ ルチメディアOSが 相次いで開

発 されてお り、映像や 音声に対 して、簡単 に編集や特殊 効果 を加 えるこ

とがで きるとともに、LAN・VANな どの情報通信ネ ッ トワー クを通

じて、映像 ・音声情報のや りと りを行 うこ とが できるよ うに なっている。

また、マ ウス とウィン ドウを用 いたグラフィカル ・ユーザー ・インター

フェイス(GUI)に よ り、情報の処理 ・加工 が容易 になって きている。

2情 報通信 のマルチ メデ ィア化が もた らすイ ンパ ク ト

今後の情報通信 関連技術 のさらなる発 展に よ り、マルチ メデ ィア化は

進展 し、21世 紀初頭 には、 よ り高度で多機 能な システムや サー ビスが開

発、利用 され るようになる もの と考 え られ る。例 えば郵政 省の試算(6

年1月 「情報通信産業 の新 たな創造 に向け て」)に よると、光 ファイバ網

を用 いた新 しい情報通信基盤の全国的な整備 に よ り、2010年 には高速 ・

大容量の双方 向通信が可能 とな り、映像番組 配信 ・テ レシ ョッピング等

のニ ュー ビジネスが創造 され、マルチ メデ ィア市場 は123兆 円に達 し、240

万人の雇用 を創 出す ると予想 されてい る。

この ように情報通信のマルチ メデ ィア化 は将来の社会経 済に大 きなイ

ンパ ク トをもた らす と考 えられ、今後のマルチ メデ ィア化 に向けての取

組の推進に当たっては、具体的に社会 経済の各分野で どの ように利用さ

れ、 どの ような インパ ク トを もた らすか につい て明 らかにす ることが重

要 であ る。

郵政省ではこの ような認識の下、情報通信のマルチ メデ ィア化 を支え

る主 な要素 の普 及時期 、社会経済へ のインパ ク ト、マルチ メデ ィア化の

進展の ための課題 等の項 目につ いて、委託調査 に よるアンケー ト(付注13)(以
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第3-1-1図
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郵政省の委託調査によるアンケートより作成

(注1)バ ーチャルリアリティ通信を利用することによりロボットの周囲の環境を遠隔地にいる人間(操 作者)

の周囲に実現 し、操作者があたかもロボットになりきった感覚で操作を行うこと。

(注2)動 画通信だけでなく、バーチャルリアルティ通信も行える携帯・1青報端末
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下 、本節 にお いては 「アンケー ト1と い う。)を 行 った。

ここでは、ア ンケー トの結果 を基 に、将来にお いては、マルチ メディ

ア化 によ り、 どの ような情報通信の シス テム、サー ビスが実 現 し、 どの

ような利用が可能 となるか について概観 す るとともに、情報通信 のマル

チ メディア化 の進展 のための諸条件 を踏 まえ、 生活 ・経 済 ・社会 に どの

ようなインパ ク トをもた らすか などにつ いて明 らかにす る。

(1)21世 紀前期における情報通信 のマル チメデ ィア化の進展

アンケー トに よると、21世 紀前期 までのマルチ メデ ィア化 を支 える要

素 は以下 の とお りであ り、これ らの要素の普及 によって、よ り多様な表現

メディア を、優 れたヒューマ ンイ ンター フェイス技術 によ り、容易にか

つ 自在 に受信発 信す ることが可 能 とな る と予想 され て い る(第3-1

-1図 参照) 。

ア20世 紀 中

高品質の動 画 を送受信す ることがで きる 「映像通信」 が普及 し始め、

テレビ電話や テ レビ会議 システムに よ り、遠 く離れ た者 と互 いに表情 を

見 なが ら、会話 を した り、打合せ を行 った り、家庭 で容易 に動画 を作成

す ることがで きる 「コンピュー タグラフ ィクス作成装置」 を用 いて作成

した映像 を電子 メールに して友人に送信 した りで きるよ うに なろう。

また、「イン タラクティブテ レビ」の利用が始 ま り、放送局か ら送 られ

て きた番組 をそのまま見 るだけではな く、例 えばスポー ツ番組 において

適宜選 手のプロフィール を呼び出 した り、 ビデオ ・オン ・デマ ン ドで見

てい る映画 を早送 りした り、一時停 止す ることが可能 となろ う。

イ21世 紀前期

映像通信 に加 えて、高精 細な動 画 を含 む多様 な表現 メディアに よる情

報 を蓄積 し、情報通信 ネ ッ トワー クを介 して、欲 しい情報 を引 き出す こ

とが で きる 「動 画デー タベー ス」 の普 及が始 まる と ともに、 あい まい
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な条件設定で も必要 な情報 を検 索するこ とがで きる 「あい まい検索」機

能や高度な知能 を有 し、音声に よる指示 によ り自動的に情報 の検索や加

工・処理 を行 う 「電子秘書」、文字や音声等の表現 メディアの情報 を意味

内容 を保存 したまま、他の表現 メディアに変更す る 「メデ ィア変換」機

能、情報通信 ネッ トワー ク上の各種デー タベ ース等の どこに求め る情報

が存在す るか を探 し出す 「ナ ビゲーシ ョン」機能 な どの高度 なヒューマ

ンインターフェイス技術が実用化す ると予想 されている。 これに より、

電子図書館 ・電子美術館 ・企業の電子 カタログ等情報通信 ネッ トワー ク

上の世界各地のデー タベー スか ら、文字に よる指示だけでな く、音声や

絵によるあいまいな条件設定に よる指示 によ り、欲 しい情報 を、動画 を

含む多様 な表現 メデ ィアで、容易に入手す ることが できるようになろ う。

屋外 においては、動画 をも送受信す ることがで きる「携帯マルチ メデ ィ

ア端末」が普及 し始め るこ とに よ り、電子図鑑 デー タベー スか らの映像

で、動植物の生態や 資料 を確かめなが ら、野山の散策 を楽 しんだ り、旅

先の風景や遭遇 した出来事 を リアルタイムで、友人や報道機関に送信す

ることが可能 とな ろう。

また、立体 映像 を送受信す ることが で きる 「3次 元映像通信」が普及

し始めることによ り、家庭等 に居 なが らに して、遠 く離れた家族や友人、

会社の同僚 とあたか も同 じ空間で対面 してい るかの ような臨場感で対話

やゲーム を楽 しんだ り、3次 元映像通信等 を活用 して遠 隔地間 を結んで

高度な協同作業 を行 うこ とがで きる 「テレワー クシステム」に よる会議

や研究開発 を行 うことが できるようになるとともに、会話 を リアルタイ

ムで相手や 自分 の母 国語に翻 訳 して くれ る 「自動翻訳」機能 を利用 して

世界の人々 との臨場感溢れ る交 流 も可能 となる と考 えられる。

さらにマル チメデ ィアに関す る技術が一 層進展す るこ とによ り、 コン

ピュー タが構成 した世 界を視覚 ・聴覚 ・触覚、 ゆ くゆ くは味覚 ・嗅覚 で、
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将 来 のマ ルチ メデ ィア ・ア プ リケ ー シ ョン

郵政省が委託調査 を通 じて行 ったア ンケー トでは、将来のマ ルチ メデ ィア・

アプ リケー シ ョンにつ いてそ の有望度 を調査 して い る。非 常 に有望 であ る

と回答が なされたアプ リケー ションはつ ぎの通 りであ る。

順位

1

2

3

4

5

回答率

65.7%

59.6%

51.5%

47.5%

40.4%

ア プ リケー シ ョン

携帯端末目的地 ・

時刻表 ・天候案内
シスァム

在宅医療健康管理

ンスアム

マルチ メディァ電

話帳

在宅勤務支援シス

テム

地 域 トー タル 防 犯

防 災ネ ッ トワー ク

概 要

携帯マルチメディア端末によって、地図情報 ・交

通機関の時刻表・天候案内・渋滞情報案内等のデー

タベースヘアクセスすることができる。

騰 ノ 交通機関卜矧 麟,笄 矧
道路情報データベー ス

医療機関、健康管理センターとネットワー クで結

ばれた高精細端末で、健康状態のチェック等医療

支援を受けられる。

匝 壷i]・一 一 自購 診断一 一 匡 詞

電話 番 号 で 、 その 店 の 販売 商 品 ・サ ー ビ ス を知 る

こ とが で き、 その ま まア クセ ス して 注文 す るこ と

もで き る。

画 イ 「

マ ルチ メデ ィア電 話帳

(商 品 ・サ ー ビ ス 情 報
デー タサ ー ビス)

ノ1商 制
＼ →金融馴

テ レワー ク シ ステ ム を用 い て 、 だ れ もが 自宅 に居

なが らに して 経験 を生 か した 仕事 をす る こ とが で

き る。

会 社

テレワー クシステム(家庭)

サテライトオフィス

情報通信ネットワークによって、犯罪の初期情報

を通報したり、犯罪の発生や災害情報を地域の家

庭に同報で伝達する。

自治体等

家庭内端末

防災・防犯センサ
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あたか も現実 の世界 であ るか のよ うな リアルな臨場感 で体験 す ること

(バーチャル リア リテ ィ)を 可能 とす る 「バーチ ャル リア リティ通信」が

普及 し、情報通信 ネッ トワー クを通 じて よ り高度 な協 同作業や臨場感に

溢れる交流が可能 になろう。

また、 ヒューマンインターフェイス技術 を一層高度化 し、文字や言葉

による指示だけではな く、表情や 身振 り手振 りによる指図 も認識す るこ

とができる「マルチモー ダルイ ンター フェイス」機能が普及 し始め、人々

は一層容易 に、かつ 自然 にマルチ メデ ィアのアプ リケー シ ョンを利用で

きるようになろ う。

② 社会経済の各分 野に もたらすイ ンパ ク ト

ア 個人 ・家庭(第3-1-2図 参照)

(ア)個 人

(地域や世代 を越 えた交流 の促進)

現在、音声のみに よって意志の伝達 を行 う電話 では、画像等で表現 さ

れた物事 を正確 に伝 え るこ とは難 しく、 また、 ファクシ ミリやパ ソ コン

第3-1-2図 個 人 ・家 庭 へ の イ ン パ ク トにつ い ての 考 え

%
α0λ)ρ40ρ ωρ&}OioOρ

家庭か ら多 くの学習DBへ のア クセス、授 業へ の参加 に

よ り、生涯を通 じ学習す る機会が増える

通信 を介 した疑似体験、インタラクテ ィブなTV視 聴 といっ

た、これ まで にない新たな形態の余暇の過 ごし方が広がる

個 人の情報視聴 環境 が、これまでにない形態 に変容する

遠隔勤務によ り住環境の良い場所での居住 が進 む

地域や世代を越 え、個人の関心に根差 した人と人の交流が進む

核家族化の進展 、高齢 者単独 世帯へ増加の 中で、離 れた家族

の会話 とふれあいを活発 にする

家庭 を結ぶ国際ネ ットワークにより、個人の グローバ ルコ

ミュニケー ションが活発 になる

745

592

55.1

34フ

32.7

265

245

郵政省の委託調査によるアンケートにより作成
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通信等 を用いて も、実際 に相手 と対面 して いるよ うな細かいニュア ンス

まで含む動画像のや りと りはで きない。 将来においては、端末 で既 存の

ビデオ映像 ・写真 ・絵画等 の加工 やCG映 像 等の作成 を行 い、音声や文

字 とともに、送受信す るこ とが可能 とな ろう。 また、 自動翻 訳に より言

語 の異な る相 手 との コ ミュニケー ション も容易 となろ う。

この結果、個 人のアイデア を高品質 な動画像や音声等 を用 い、手軽に

や りとりす るこ とが可能 とな り、地域や世代の 隔た りを越 え、共通の趣

味や関心に根 ざ した人 と人 との 自由な交流が進 むこ とが期 待 され る。

(情報環境の変容 ・高度化)

放送 ・新 聞 ・雑誌等か ら必要 な情報 を得 よ うとす る場合、 それぞれの

メデ ィアが一方的に発信 している断片的 な情報 を、受け入れ なが ら選択

していか なければな らない。将来 はこう した全ての情報が、映像や音声

も含め デー タベース化 され、個人の関心分 野、詳 しさの程 度、入手形態

(映像 ・音声 ・文章等)等 の条件 を絞 り込め る家庭用 の情報 通信端末 を能

動 的に用 い、総合化 された情報 を一体 的に得 るこ とが可能 とな ろう。さ

らに、個人は受 動的に情報 を得 るだけでな く、身の回 りの出来事 などこ

れ までマ スメデ ィアに よって提供 されに くか った情報 を社会 に向かって

発信す るこ とも可能 となろ う。

この結果、個 人の欲求 に応 じた情報 を効率 的に入手す ることが可能と

なる とと もに、個人の身近 な情報 を社会 に向けて能動的 に発信す ること

が期待 され る。

(イ)家 庭

(遠隔地の家族 との一層密接 な交流 の実現)

現在 では、電話 によ り離れた地点にい る者 同士が コ ミュニケー ション

を行 ってい るが、例 えば家族の団 らんな どのよ うに、実際 にその場に居

合わせ 、相 手 との会話等 を周囲の雰囲気 とともに楽 しむ こ とまでは、電
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話では容易にで きない。将来は、出張先や旅行先 のホテル等にいる家族

がその自宅 との間、あるいは遠隔地 に住 む家族がそのふ るさととの間な

どで、高精細動画像 をそれぞれの大型ス クリー ンに映 し出し、 あたか も

直接会 ってい るかの ような コ ミ'ニ ケー ションを世 界中どこにいても行

うことが可能 となろ う。

この結果、ネ ッ トワー クを通 じて、 くつろ ぎの場な どが創出 され るこ

とによって、遠 く離 れた家族等 の間におけ る臨場感溢れるコ ミュニケー

ションの促進が期待 され る。

(家庭内におけるア ミューズメ ン トの拡大)

家庭 内において、戸外 で行 われている様々 な催 し物等 を選ん で楽 しむ

場合は、現在 はマ スメデ ィアや映像 ・音声 ソフ ト等のパ ッケー ジ系 メデ ィ

アを通 じて間接的 ・受動 的に接す るに留 まっている。将来は、3次 元の

高精細動画像 にCGの 伝送 によ り、戸外 の様々なア ミューズメン トを家

庭において手軽 に、 あたか も実際に出掛 けて体 験 しているかのように楽

しむことが可能 となろ う。 また、 それぞれの現地において提供 されてい

る商品等の購 入手配が、代金 の決済等 も含め、家庭 内で即座 に行 うこと

が可能 となろう.

この結 果、家庭 にいなが らに して、戸外の体験や、実在 しない事柄 の

体験がで きるようになるなどに よる、新 しいア ミューズ メン トの創出が

期待され る。

イ 産業 ・企業(第3-1-3図 参照)

(ア)産 業

(新たな産業の興隆の促進)

流通、医療、娯楽 をは じめ とす る様々な産業分 野において、テレショッ

ピング、 ソフ ト配信、 ビデオ ・オン ・デマン ド、電子新聞な ど多様で、

新たなサー ビスの提供が可能 となろう。
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第3-1-3図 産業 ・企業へのインパ ク トについての考え

%

α02〔 〕D4〔 瓦OωD80D100D

個 人の情 報入手環境 の高度化 ・多様化 に伴 ない、既存 の

マス メデ ィアが変容 する

生産者 と消費者が通信 によ り直接結 ばれるこ とで流通 業や

広告業の効率化が進む

情報入手や情 報共有化の革新 が もた らされオフ ィスワー ク
の生産性が向上する

コンテ ンツ、機器、 システム、 インフラ といったベ ンダー

の融合に より、すそのの広 い新 たな産業 が興隆する

バーチャルカンパニーなど、情報通信を活用 した新たな創業が進む

グローバルレベルでコス トミニマムを追求する動きが加速 され、

国々の制度 ・慣行を越えたボーダーレスエコノミーが進む

ユーザーにとって商品 ・サービスの比較が容易になることで、製

造業間の競争が激 しくなるなど既存産業の高度化 ・効率化が進む

786

612

53.1

520

378

32.7

316

郵政省の委託調査によるアンケー トにより作成

この結果、新 しい情報通信サー ビスを提供 す るニュー ビジネ スが、21

世 紀 を担 う新産業 として展 開 し、新 たな市場 を形成す る とともに、大 き

な雇用 を創 出 し、我が国の持続的経済成長 に貢献 して い くと期待 される。

(既存産業の高度化 ・効率化の促進)

企業 は、従来マ スメデ ィア を通 じて商 品の宣伝広告 を行 い、小売店を

通 じて商 品の販売 を行 ってい るが、将来 においては、 このよ うな製造 ・

販売形態に加 えて、情報通信ネ ッ トワー クを通 じて、直接家庭に商品の

情報 を提供 し、販売 を行 ってか ら、生産 す るこ とが可能 となろ う。例え

ば、企業 は電子 カタログ ・デー タベー スを用意 してお り、利用者は情報

通信ネ ッ トワー クを通 じて各社 のカ タログ を端末 で検索 し、比較検 討 し、

気に入った商品 をカスタム メー ドで注文 、企業 は注文 を受けて生産 を行

うこととなる。

また、情報提供 の分野 にお いて も電子新 聞や イ ンタラ クテ ィブテレビ

の普及に よ り、情報通信 ネッ トワー クを通 じて直接利用者 にそのニーズ

にあった情報 を提供す るこ とが可能 となろ う。
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この結果、情報通信ネ ッ トワー クを利用 した商品情報 の直接提供や注

文 を受 けてか らの製造に よ り、流通過程 の削減や在庫 の軽減等の効率化

が促進 され るとともに、生産者 と消費者が直結す ることによ り、消費者

ニーズへの きめ細か な対応が可能 となると期待 され る。また、マスメデ ィ

アは、個人の多様 なニー ズに対応す るため変容 してい くこ ととなろ う。

(イ)企 業

(企業活動の生産性 の向上の促進)

従来打合せ等 の共同作業や企画書等の ビジネス文書の作成 を行 うに当

たっては、その都度関係者が集 まった り、関係 部署か ら資料 を取 り寄せ

なければならないが、将 来にお いては、例 えば、各 人のデス ク上の端末

が、社 内の各部 門の従業貝 をは じめ、各種デー タベー ス、社外 のブ レー

ンと情報通信 ネッ トワー クでつ ながってお り、社 内のデー タベースか ら

デジタル化 され た資料、文献、記録映像 等 を必要 な形態 で瞬時 に取 り出

し、加工 して、企画書 を作成 した り、 内外の専 門家 と情報 を共有 しなが

ら、設計や映画の制作 な ど高度 な協 同作業 を行 うこ とが可能 となろう。

この結果、 ビジネス情報の容易 な入手や遠隔協 同作業が可能 とな り、

従来費や していた情報収集や移 動の労力 を軽減 して、生産性が向上す る

と期待 される。

(勤務環境の向上)

現在在宅勤務やサ テライ トオフィスにおいては、主 に電話やファクシ

ミリに よって会社 との連絡 を行 ってい るが、将来においては、会社 と自

宅やサテライ トオフ ィス間にお ける臨場感溢れ る高精細映像 等の伝送に

より、 自宅の書斎等 に居 なが らに して会社 の人間 とあたか も同 じオフィ

スにいるかの ような感覚 で打合せ、会議、協同作業等 を行 うこ とが可能

となろ う。

この結果、通勤 に伴 う労力や時間の浪費のない快適 な勤務環境の実現
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第3-1-4図 社 会へのイ ンパク トについての考 え

α。 ⑳。 姐。 ω。8。 冶

通信 ネ ットワークによって、医療サ ービス、教育サ ー

ビスなどの地域 間格差が減少す る

行政 の広報 ・公聴活動の拡充、家庭での行政サ ービス

の利用 によって、行政 と生活者の結 び付 きが強 まる

インタラクテ ィブネットワークによる観性 ・能力 ・関心 に応

じた学校教 育によって、個性豊か な人材が輩 出される

遠 隔勤務 によって、地方 での雇用機会が増加す る

在宅 医療 ・介護 によって高齢化の進展 に伴 う社会 の

医療 ・福祉 負担 が軽減 される

地方の産業 ・企業 と消費者が、通信 を介 し直接結 ばれ

るこ とで、地域 の特色 の発展が進 む

6)4

378

459

306

286

ig4

郵政省の委託調査によるアンケー トにより作成

が可能 となるとともに、経済活動に伴 う人の移動 の情報通信へ の代替が

進 むこ とによ り、NOx等 の発生が抑制 され、地球環境 の保全 に資する

こ ととなると期待 される。

ウ 社 会(第3-1-4図 参 照)

(ア)教 育 ・学習

(個性 ・能力 を伸 ば し、興味 ・関心に応 じた教育環境の整備の促進)

生徒 は、現在 、学校等 で教師の授業 を皆 と一緒に受 け、放課後 自宅で

テ レビや ラジオの教育番組 の講義 を視聴 した り、学 習塾等 に通 うなどし

て、 自分の関心に応 じて学習す る機会 を得 てい る。将来 は、地域 ・家庭

において も、様 々な分野の専 門家力精 報 通信 ネ ッ トワー ク上 で行 う多様

な講義 に対 して 自分 で選ん でア クセス し、 また、専 門家 と直接通信する

ことによ り個 人的な講義 を受け、講師 と生徒 が遠 く隔れ た部屋 にいても

す ぐそばにい るような感覚 で講義 を受けた り、質問 ・返答 のや り取 りが

行 われ るこ とが可能 とな るとともに、他の学校 の教 師や生徒 との通信 を

行 うこ とに よ り自主的・自発的 な学習が促進 され るこ とが可能 となろう。
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この結果、教 師 と生徒 及び生徒相互の好 ましい人間関係 を育て、さ ら

に学校相互の交流、家庭や地域社会 との連携が深 まり、教育活動全体が

活発になるとともに、自分 の関心の度合 いや学習 レベ ルに応 じて、学校 ・

地域 ・家庭 で個性 を生かす教育 を受 け るよ うな機会が充実 し、個性 ・能

力を伸ば し、興味 ・関心 に応 じた教育環境の整備 が促進 され るこ とが期

待 される。

(生涯 にわた る学習環境 の整備の促 進)

学校 を卒業 した社会人等は、現在、新 たに学習 しようとした場合、既

存の学校への再 入学、放 送大学 の講座 の受講、大学等が一般 の人を対象

に開催す る市民講座 の聴講 を行 うな どしてい る。将来は、時間的、地理

的等の制約 を受けやす い社会人等は、 自宅で、国内外の教育機 関等 で行

われてい る多様 な講義 の中か ら自分の聴講 したい講座 に情報通信 ネッ ト

ワー クを介 してア クセス し、高度な講義 内容 を自室 で聴 講す ることが可

能 となろう。 さ らに、 自動翻訳機能等 によ り聴講者の母 国語 に リアルタ

イムで通訳 されて受講す るこ とも可能 となろう。

この結果、学校教育 を終 えた社 会人等が、生涯 にわた り身近 な分 野か

ら高度な学問分 野まで、各 人の関心に応 じて生涯にわた り学習できる環

境の整備が促 進 され る と期待 され る。

(イ)医 療 ・福祉

(在宅医療サー ビスに対す る環境整備 の促進)

家庭で子供 の健康管理等 を行 う場合 、現在、家族 は掛か りつけの家庭

医等に電話連絡等で相談す るな どしてい る。将来は、在宅医療 支援 シス

テムに より家庭医等に連絡 し、子供の様子 を情報通信 ネ ッ トワー クを介

して家庭 医に見て もらい、相談 す る。家庭 医は、 自室の端末等で、伝送

されて くる子供の映像 を見 なが ら、デー タベ ースを活用 し、検索 した子

供の 日常 の健康状態、既往症等の情報 を参照 して指導等 を行 うことによ
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り適切 な健康管理や診療 の相 談 を行 うこ とが可能 となろ う。 また、家庭

医が、遠隔地 にいる専 門医の支 援 を必要 とす る時には、専 門医の端末へ

子供の映像や検索 した子供の情報 を転送 し、専 門医か ら必要 な情報の提

供や助言 を受 けるこ とも可能 となろ う。

この結 果、家庭 において も、家庭 医や専 門医等 の協力 によ る高度な医

療サー ビス を受 けるこ とがで きるような環境が整備 されるこ とが期待 さ

れる。

(福祉 サー ビス資源の効果 的な活用 の促進)

一人暮 らしの高齢者の家庭や 身体 の リハ ビ リを要す る家族 を抱 えた家

庭 では、現在 、専 門家 による家庭訪問等に よ り在宅福祉サー ビスを受け

ている。将来、 この ような家庭では、遠 隔地 のセンター と情報通信ネッ

トワー クで結ばれ ることに より、セ ンターの専 門家 が、一 人暮 らしの老

人宅 に情報通信 ネ ッ トワー クを介 してア クセス して高齢 者の生活 の様子

や健康状態 を映像 で確認 した り、 また、 リハ ビ リを要 す る家族 のいる家

庭 にセンターか ら映像 で リハ ビ リ訓練 を指導 す るとともに、 リハ ビ リ訓

練 の様子 を映像 で確 認 しなが ら適切な助言 を本 人や補助す る家族等に与

え るこ とも可能 となろ う。

この結果、一 人暮 らしの高 齢者や リハ ビ リを要す る方 々等 へ の在宅

サー ビスに当たっては、情報通信 ネッ トワー クの利用に よ り労 力や時間

等が有効 に使 われ ることな どか ら、福祉 サー ビス をよ り一 層効率的に提

供 す る環境の整備 が促進 されるこ とが期待 され る。

(ウ)行 政

行政情報等については、現在 は、住民が直接行政機 関の窓 口まで出向

くか、広報紙等 によ り入手 してい る。将来は、市町村等の行 う行政サー

ビスや議会 の審議状 況等 につ いての行政情 報が、映像 等 に よ りデー タ

ベース化 され、 自宅の端末 か らこれ らの情報 を、必要な時に 自由に検索



第1節 情報通信のマルチメディア化がもたらす社会経済への効果 一307一

して入手できた り、 また、住民の要望、相談等についても情報通信ネ ッ

トワー クを介 して 自由に行政 に伝 えるこ とも可能 となろ う。 さらに、行

政 窓口まで出向いて行 ってい る各種 の届 出や証 明書等の交付 につ いて

も、家庭の端末 によ り必要 な ときに 自由にアクセス して、証明書等の発

送 を依頼す るこ とも可能 となろう。

この結果、行 政情報の入手が促進 され、 また、行政に対する要望 、意

見等を自由に伝 えることが進む とともに、各種 手続 きの迅速化が促進 さ

れ、住民の利便性 の向上が期待 される。

(3)社 会 目標 への貢 献に向 けて

ア21世 紀 に向けた社会 目標 への貢献

この ように情報通信のマルチ メディア化の進展 は社会経済の各分野に

様々なインパ ク トをもた らすが、21世 紀 に向けた社会 目標 に照 らす とつ

ぎのような貢献が期待 され る。

(ア)個 性 や感性が尊重 され る環境の実現の促進

情報通信 ネ ッ トワー クを介 して、個 性や関心に応 じた情報の受発信や

地域、 国境や世代 の制約のない個 人の個性や関心 に根 ざした交流が可能

となると ともに、個性 ・能力 を伸ば し、興味 ・関心 に応 じた教育や学習

を実現す るな ど、画一性 ・効率性の重視 か ら個性や感性が尊重 され る環

境の実現に寄与す る。

(イ)生 活の真の豊か さの実現

家庭 にいなが らに して様々な情報 を、求め る形態 ・詳 しさで入手 した

り、家庭 内であたか も海外 などの別世界にい るような非 日常体験 を楽 し

むことが可能 とな るとともに、 情報通信ネ ッ トワー クを介 して、消 費者

と生産者が直結 す るこ とに よ り、消費者ニー ズへの きめ細かな対応が可

能とな り、消費者 の商 品選択の幅が広が るな ど生活の真 の豊か さの実現

に貢献す る。
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(ウ)潤 いある高齢化社会 への貢献

高齢者が 晴報通信 ネ ッ トワー クを介 し、離れ た家族 との団 らんや遠隔

地 との交流 を楽 しんだ り、家庭 で手軽に学習で きるようにな る とともに、

遠隔医療 ・介護 に よ り、家庭で高度 な医療福 祉サー ビスを受 け られ るよ

うになるなど、高齢 者が健康で心豊かに毎 日を過 ごす ことが できる潤い

あ る高齢化社 会の実現 に貢献す る。

(エ)経 済の持続的発展 への貢献

テレシ ョッピング ・ソフ ト配信等 多様 なニュー ビジネ スが21世 紀 を担

う新 たな産業 として展開 し、大 きな雇用や市場 が創 出 され る とともに、

生産 ・販売等企業活動 の様々 な分野へのマルチ メデ ィアの活用 が進むこ

とによ り、我が国の経済の持続的発展に貢献 す る。

(オ)地 域 の特色 を活か した均衡あ る発展 と地域 間格差 の是正 の促進

情報通信 ネ ッ トワー クを介 して、地域の生産 者 と消費者 が直結 するこ

とによ り、地域の特 色 を活か した産業が さらに発展 し、 また、遠 隔勤務

の普及 による地方へ の定住 の増加や企 業立地の分散化 が進む ことによ り

各地域 の活性化 が図 られ るとともに、情報通信 ネ ッ トワー クを介 した医

療福祉サー ビスや教育サー ビスの提供 に よ り、地域 間の格差 の是正が促

進 される。

(カ)ボ ー ダ レス化 への適切 な対応

お互 いの意志疎通や 交流が一層緊密に行 うこ とがで きるようにな り、

情報通信 ネ ッ トワー クを通 じた個 人レベ ルの国際交流が盛んにな るとと

もに、企業の有機 的な国際活動が活発に な り、 ボー ダレス化への適切な

対応に貢献す る。

(キ)環 境 にや さ しい社会の形成への貢献

遠 隔勤務 ・サ テライ トオフ ィス ・遠隔協同作業等が さらに普 及す るこ

とに より、通勤、出張等人間活動 に伴 う人や物資の移 動の情報通信への
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郵政省の委託調査によるアンケー トにより作成

代替が進み、交通や物流に伴 う二酸化 炭素 、窒素酸化物等の発生が抑制

され、地球環境 の保全 に貢献 す る。

イ マルチメディァ化の進展のための諸条件

以上のよ うに情報通信のマルチメデ ィア化が社会経 済の各分野に様 々

なインパ ク トをもた らし、真 に豊か な社会 の実現に貢献す るためには、

アンケー ト結果 によると特 につ ぎの ような諸条件の整備が重要 であると

考えられてい る(第3-1-5図 参照)。

(ア)21世 紀 に向 けた新 しい情報通信基盤の整備 プログラムの策定

新世代の情報通信基盤の整備 に関 し、 整備 目標や情報通信ネ ッ トワー

クの在 り方等の整備プ ログラムの策定が 重要 になっている。

(イ)高 速 ・大容量の光ファイバ等の情報通信基盤の整備

情報通信ネ ッ トワー クを通 じて、 いつで も、 どこで も、文字 ・図形 ・

音声 ・デー タ ・映像等の様々 な表現 メデ ィア を統合的 ・一体的 にや りと

りで きる環境 を実現す るため には、映像等の大 量のデ ジタル情報 を リア

ルタイムで送受信す るこ とが できる高速 ・大容 量の光 ファイバ ・広帯域
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無線 システム等の情報通信基盤の整備 が必要 である。

(ウ)誰 で も使 いやすい ヒューマンインター フェイ スの開発

映像 をは じめ とす る様々 な形態 の情報の容 易 な発信 、情報 通信ネ ット

ワー クを利用 した膨大 な情報の なかか らの関心 に応 じた情報 の取得等を

可能 とす るには、電子秘書 ・音声入力 ・メディア変換 等優れ た ヒューマ

ンインター フェイスの開発 ・実用化が必要であ る。

(エ)ニ ーズに適応 したアプ リケーシ ョンの開発

現在、様々 なアプ リケー シ ョンが想定 されているが、 マルチメデ ィァ

が社会 の各分 野で利用 され、定着す るためには、各分野 にお ける人々の

ニーズに対応 した魅力 あるアプ リケー シ ョンの開発が必要で ある。

(オ)ソ フ トの利用 を円滑にす るための知的所有権の整備

情報通信 ネッ トワー クを通 じて様々 なソフ トの流通 ・利用が行 われ、

情報 の統合的処理 ・加工 を活か した新 たなソフ トの創造 ・流通 をなされ

るためには、権利の適切 な保護 を図 りつつ、円滑 な権 利処 理が行 われる

必要が ある。

(カ)社 会 の諸分野 における制度 の整備

マルチ メディア化 の進展に よ り、 多様 なサー ビスが開発 され、 流通 ・

医療 ・教育 ・行政等様々 な分 野で利用が進む と考 えられ るが、各分野の

制度は必ず しも情報通信の利用 を想定 していない ものがみ られ る。 この

ため、各分野 でこれ らのサー ビスが円滑に利用 され、そのサー ビスの普

及が促進 され るよ う、制度の整備が必要 であ る。

また、情報通信 ネッ トワー クを介 した交流 や テ レシ ョッピング等の

サー ビスの進展 に伴 い、郵便 や物流の役割 が高 まってい くと考 えられ、

よ り高品質 なサー ビスが求め られ よう。

(キ)通 信料の低廉化/料 金体 系の整備

文字 ・図形 ・音声 ・デー タ ・映 像等様々 な形態のサー ビスが 日常的に
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利用で きるように、通信料金 の低廉化が必要 であ り、 また、遠隔医療 ・

遠隔教育 ・テレシ ョッピング等の大量の映像情報 によるサー ビスを容易

に利用で きるようにす るための料金体系の整備が必要であ る。

(ク)家 庭用端末機器の低廉化

家庭においてマルチメディアの利用が進展す るためには、家庭用端末

機器の低廉化が必要 である。

(ケ)社 会通念の変革

このような条件のほか に も、21世 紀 に向けたマ ルチ メデ ィア化の進展

のためには、長期 的な課題 として、現在の社 会通念 の変革が必要 であ る。

例えば、サ テライ トオフ ィスの導入や在宅勤務 によ り、 リアルな疑似

的空間での協 同作業が可能 となるが、 この勤務 形態が さらに普及す るた

めには、仕事 の成果 よ りも勤務時間 を重 ん じた り、大部 屋で顔 と顔 を突

き合わせ た仕事や対面での交渉 を重ん じる現在のワー クスタイルの変革

が必要 であ る。

また、現在 はデー タベ ースに蓄積 された情報や ディスプ レイ上の情報

よりも、紙 に記載 された情報 を信頼 した り、便利に感 じる意識 が強いが、

情報通信 ネッ トワー クを利用 して、欲 しい情報 を、欲 しい形態で入手 し、

加工 ・処理 し、発信す るとい う環境 を可能 にす るため には、人々が様 々

な情報をデ ジタル情報 として作成 し、蓄積 し、発信す るこ とが必要であ

り、紙以外には信頼1生を置か ない意識の変革 も必要 となろう。

また、マルチ メデ ィアの利用 は、人々に大 きな便益 をもた らす一方、

利用の如何に よっては、大 きな社会問題 を生 じるおそれがあ ることが、

アンケー トで も指摘 されている ところであ り、 その解決のため の適切な

対応が必要 とな って くる。

(コ)プ ライバ シーの保護、情報のセキュ リテ ィの確保

将来においては、外出先か ら、 自宅の様子 を確 認 した り、 自宅の端末
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の電子秘書 に必要 な資料や メール を転送 させ るこ とが できるよ うに なる

など大 きな便益 を もたらすが、反面情報通信 ネ ッ トワー クを通 じた侵入

が行 われ、家庭 の様子 を覗かれた り、端末 内の個人情報 を引 き出され、

プ ライバ シーが侵害 され るおそれが ある。

このため、マルチ メデ ィア化 の進展に 当たっては、プ ライバ シーの保

護やセキュ リティを確保 で きる機能 の開発が必要 である。

(サ)情 報通信ネ ッ トワークの信頼性の確保

将来においては、 ホーム ショッピング ・生涯学習 ・在宅診断 ・在宅勤

務等が生活 にお いて 日常 的に行 われ、情報通信ネ ッ トワー クが現在の水

道や電気 と同様 に生活に欠かせ ないライフライン とな り、 また家庭内の

端末や企業 ・官公庁のデー タベー スには現在 とは比較 で きないほ どの大

量かっ重要 な情報が蓄積 され るこ ととな ると考 え られ る。

この ような環境の下、ひ とたび地震等 の災害 によ り、情報通信ネ ット

ワー クや各種 デー タベースが被災す る と、人々の 日常生活や企業活動は

直 ちに麻痺 して しま うおそれがあ る。

このため、将来 においては、現在 の情報通信ネ ッ トワー クよ りも一層

の災害等に対 す る信頼性の確保 が必要 であ り、 デー タベー ス等 について

も情報のセキュ リティに加 えて、非常時 のバ ックア ップの確保が必要で

ある。

(シ)情 報利用弱者の生 じないメデ ィア環境 の構築

高速 ・大容 量の情報通信 基盤の整備 に よ り、 多様 な情報 を受発信で き

る高度な メディア環境が実現す ると考 え られ るが、例 えば求 める情報に

対す るナ ビゲー ション機能が発達 しない場合 、情報通信 の利用 に秀でた

者 は、欲 しい情報 を多様 な表現 形態 で、容易 に入手す るこ とがで きるが、

そ うでない者は情報通信 ネ ッ トワー ク上 に 多数 の各種 デー タベー スが整

備 されて いて も、求 め る情報 を入手す るこ とが現在以上 に困難 になって
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しまう。

また、サー ビスの料金や機器の価格如何 に よっては、マルチメディア

による便益 は一部の者 しか享受で きない結果 とな りかね ない。

このように情報利用に関す る個人間の格差が増大す るお それがあるこ

とか ら、誰で も使 いやすい ヒューマ ンインター フェイス技術の開発、様 々

なサー ビスを誰 で も簡便 に利用 できるためのサー ビス間の利用 の仕方の

類似化 ・共通化、生活上必要 なサー ビス等の料金の適切な設定 な ど、情

報利用弱者の生 じない対策が必要 とな る。

(ス)マ ナ ーやルールの確立

現在パ ソコン通信が急速 に普及 して、様々 なフォー ラムが開催 されて

情報通信ネ ッ トワー クを通 じた コミュニケー シ ョンが さかんに行われて

いるが、 中には誹諺 中傷 の発 言が繰 り返 され、閉鎖 され る例 もみられ る

ようになって きている。

21世 紀においては、 ます ます情報通信 ネ ッ トワー クを通 じた不特定 多

数 の者 どうしの交流が さかんになる一方、表現形態の高度化等 によ り、

使 い方によっては誹諺等がひ どくな り、情報通信 ネ ッ トワー クが利用者

に とって不愉快 な場にな って しま うおそれ もある。 この ため、マルチ メ

ディアの利用 に当たっては、現在の電話やパ ソコン通信の利用以上の高

いマナーが求め られ、利用 者相互間の社会的ルールの確 立 も必要 となろ

う。
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第2節 情報通信のマルチメデ ィァ化の動向

第1節 では、情報通信 のマル チメデ ィア化 の進展が将来の生活 ・経済・

社会 に もた らす インパ ク トを概観 して きた。

本節では、 まず、我が国及び先 進諸外 国において、情報通信 のマルチ

メデ ィア化 の動 きが見 られ ることか ら、 これ らの利用 ・開発動 向につい

て、生 活 ・経済 ・社 会の各分 野 ごとに概観す る。

つ ぎに、国内外の企業に よる提携 ・連合 の多様 な動 きが見 られ ること

か ら、 この動 向につ いて も、概観 す るこ ととす る。

さらに、諸外 国にお いて情報通信 インフラ整備等 の積極的 な動 きが見

られ ることか ら、この うち政府の取組について、米国 を中心 に記述する。

1情 報通信のマルチ メデ ィア化 にお ける利用 ・開発動 向

(1)我 が国における利用 ・開発動 向

我が国においては、個人 ・家庭 の分 野において、パ ソコン通信 を利用

した映像 の個 人利用等の事例 が現れて きている。産業 ・企業 の分野にお

いては、遠隔地 の相手 との協同作 業や 映像 デー タベー ス を利用 した業務

支援等の先進 的な実用事例 が現れてい る。社会 の分 野では、 医療 ・福祉

等 において実験 的な事例が現れつつあ る。

ア 個人 ・家庭

娯楽にお いては、情報通信 ネ ッ トワー クを利用 して遠隔地の相手 とコ

ミュニケー シ ョンを交わ しなが ら、架空の世界 での体 験 をす るゲー ムの

新 しい楽 しみ方が現 れ始 めている。 テレビにおいて も、視 聴者が好 みの

シー ンを選択す ることが可能 な番組や視 聴者参加 型の番組作 りが試みら

れ るな ど、娯楽の 多様化 を進め る実験が行われてい る。 また、情報利用
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の面では、映像 を含む 多様 な情報 を個人が 自由 に受発信 できる環境が現

れっっあ り、映像デー タベ ース を利用 して、いつで も必要 な情報 を必要

な形で検索可能 とす るようなサー ビスの実験が行 われている。

(ア)娯 楽

(パソコン通信のネ ッ トワークを介 して架空の都市での生活を体験す

るゲームの利用)

コンピュー タグラフ ィックス を利用 して作 られ た架空の都 市の中に、

パソコン通信 のネ ッ トワー クを利用 して入 り込 み、ゲームの参加者が 自

由に 自分 の希望 のキャラクター を選 んで、日常 と異 なる空間の中で他 の参

加者 との コ ミュニケー シ ョンを図 りなが ら楽 しむサー ビスが実用化 され

ている。ゲームの参加者は、 この都市の 中で通用す るお金 を与え られ、

希望 のキャラクター にな りきって、他の参加者 との会 話、ゲームや シ ョッ

ピング、パー テ ィや イベ ン トへの参加や主催等 の 日常 と異 なる体験 を楽

しむことが可能 となっている。現在、約9千 人が このサー ビスに加入 し

てい る。

(ケープルテ レビの ネッ トワークを利用 した家庭へのゲ ームソフ トの

配信の実験)

ゲームの楽 しみ方だけでは な く、ゲー ムソフ トの流通 にもケー ブルテ

ネッ トワークを利用 したゲームの画面
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第3-2-1図 ケ ーブルテレビを利用 したゲーム配信のイメージ図
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レビのネ ッ トワー クを利用す る実 験が始 まってい る。

あるケーブルテ レビ局 では、5年12月 か ら、 ゲー ム ソフ ト会社 と協力

して、ケーブルテレビの2つ のチャ ンネル を利用 して、 ゲー ムソフ トを

家庭 に配信 してお り、利用者はケーブルテ レビ回線 に接続 した専用のレ

シーバカー トリッジを利用 して、配信 され ている50～100の ゲーム ソフ ト

の 中か ら希望 のゲーム ソフ トを選択 して蓄積 し、 テレビゲーム を楽 しむ

こ とが可能 となってい る。い ったん レシーバ カー トリッジに蓄積 された

ゲーム ソフ トは、端末の電 源 を切 るこ と等 によ り消去 され るが、ゲーム

の終 了 まで時間のかか るシ ミュ レー シ ョンゲーム等 をす る人のために、

電源 を切 ってゲーム を一度 中断 した場合 でも、次に再 度同 じソフ トを受

信 してゲーム をす る時に、前 回の終 了場 面か ら再開す ることがで きるよ

うに、ゲームの進行状況 を端末側 で記録 してお くような工夫 もなされて

い る(第3-2-1図 参照)。

(ケー ブルテ レビの双方向機能 を利用 したサー ビス ・番組 の提供)

都市型ケー ブルテレビ会社 では、双方向機能 を生か した種 々のサービ

スが提供 されてい る例があ る。商品案 内の番組や旅行情報 の番組 を見て、
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ケ ーブルテレビを利用 したチケ ッ ト予約

気に入った商 品の購入やパ ンフレ ッ トの送付 申込みを家庭の双方向端末

で簡単に行 うことが できるホー ムシ ョッピソグや、番組で紹介 され るコ

ンサー トのチ ケッ ト予約 を双 方向端末 を利用 して行 うホーム リザベ ー

ションのサー ビスが行われている。 また、視聴者が番組の 中の クイズに

回答 した り、 コンテス トに投票 した りす るな どの視聴者参加 型の番組 も

始 まっている。

(衛星 を利用 した視聴者選択型のテ レビの インタラクテ ィブ化の実験)

視聴者がテ レビの同 じ画面上 に表示 される複数の映像の 中か ら、見た

い映像や その映像 に関連す る情報 を選択 して同 じ画面上 に表示 して見 る

ことがで きる、衛星 を利用 したテ レビの インタラクティブ化の実験が行

われた。5年9月 に、鳥取県の ゴルフ場 と東 京の実験会場 とをデジタル

衛星 回線 で結んで行 われたゴルフ中継 では、東京の実験会場にテ レビ受

像機の代 わ りにパ ソコンが設置 され、視聴者が このパ ソコンを操作す る

ことに より、パ ソコンの画面上 に同時に表示 される鳥取県のゴルフ場の
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インタラクテ ィブ ・テ レビの画面

4ホ ール分 の映像 の中か ら、見 たいホール ・見 たい選手の映像 を選択 し

た り、当 日の各選手の成績や コースレイア ウ ト等 の関連情報 を選択 して

同 じ画面上 に表示 させ た りす るこ とが可能 となった。

(衛星を利用 した視聴 者参加 型のテ レビの インタラクテ ィブ化の実験)

5年8月 には、視聴者の参加 を促す視聴者参加型番組 の実験が行 われ

た。 この実験 では、番組 中に3つ の コー ナーが あ り、いずれ も視聴者が

電話 またはテ レビ電話で アクセス し、①電話 のプ ッシュボタンを利用 し

て信号 を送 り、 テレビ画 面上の楽器 を演奏す る、②電話 で会話 をしなが

ら、プ ッシュボタンを利用 してテ レビ画面上 に絵 を描 く、③ テ レビ電話

でア クセス した視聴者の顔 がテ レビ画面上 にオンエ アされ、登 場者 どう

しが会話 を交 わす、 などの試みがな された。 この放送時間 中に、視聴者

か らは約25万 回の電話のア クセスがあった。
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(イ)情 報利用

(パソコン通信 を利用 した映像の受発信)

ビデオ撮影 した映像 をデ ジタル化 してパ ソコンに取 り込んだ り、パ ソ

コンでデジタル化 された映像 を編集 した りして、個 人が映像 ソフ トを作

成 し、その作 品をパ ソコン通信等のネ ッ トワー ク上 で発信 ・交換す る事

例が現れは じめてい る。商用のパ ソコン通信サー ビスにおいて も、 この

ような映像 ソフ トを交換す るためのフォー ラム を設けてい る例 が現れて

いる。 また、 このような個 人による映像表現 ・映像発信の動 向に対応 し

て、映像 を編集 ・加工 して楽 しむ利用者のために、編集 ・加工等の利用

について も了承 の得 られた映像素材 ・効果音 をパ ソコン通信 の ネッ ト

ワー ク上 において提供す る商用サー ビス も始 まってい る。

(新聞やニュース映像 を情 報通信ネ ッ トワークを利用 して入手する実

験)

新 聞 ・テ レビニュー ス等の情報 をデ ジタル化 して統合 的に提供す る

ネッ トワークを利用 した新聞情報 ・ニュース映像の入手
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サー ビスのための実験が4年10月 に、北海道の新 聞社 ・放 送局 ・大学等

の共 同によ り行 われた。 この実験 では、新 聞社 一放 送局 が持つ当地で開

催 された国際条約会議 関係 の新聞記事 ・写真 ・ニ ュー ス映像等の文字 ・

データ ・音声 ・映像 等の情報が統合 されて、 インターネ ッ トに接続 され

た ワー クステー ション上 にデー タベ ース化 されて い る。利用 者 は イン

ター ネ ッ トに接続 されたワー クステー シ ョンか ら必要 な新 聞記事 を検索

す るこ とがで きる。 また、新聞記事に関連す るニュース映像 があ る場合

に は記事 本 文 中 に表示 され る キーワー ドを選 択 す る こ とに よって、

ニュー スを動 画 と音 声で視聴す るこ とが可能 とな ってい る。

イ 産業 ・企業

協 同作業 の分野においては、複数の人が それ ぞれ離れ た場所 か ら各端

末上 で、共有 の画面 を見なが ら会議 を進め るこ とがで きるシステムが実

用 されてい る。また、協 同描 画のための グループ ウェア㈹機 能 とテレビ電

話 を自然な形 で統合 したシステムの開発が行われ ている。

業務支援 の分野 にお いては、販売促進活動 を展開す るための素 材をデ

ジタル化 して統合 ・デー タベー ス化 し、情報の一元管理 を行い、販売促

進活動 の支援 に役立 てることに利用 してい る。

また、企業 内研修 の分 野においては、衛星 を使 い、双方向性 を持った

講義 を行 うことによ り地域格差 の解消 を図 り、効果的 な研修 を行 ってい

る。

(ア)協 同作業

(様々なメデ ィア を リアル タイム に交換 ・共有 ・処理で き る遠隔地協

同作業支援 システムの利用)

遠隔地協 同作業支援 システムが利用 されている例 として、 ある企業で

(注)ネ ッ トワーク上において、遠隔地にいる複数の人が互いに協力 して行 う作業

の実施を支援す るために開発されたシステム
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は高速専用線やISDNを 使 って、国内のみな らず海外のそれ ぞれ離 れ

た場所にいる複数の人たちが 自分の席 のワー クステー シ ョンか ら、共有

の画面 を見なが ら会議 ・作業 を進めている。1つ の端末で、同一画面上

にデジタル化 された動 画像やデー タ等を見 ることがで き、音声 も聞 くこ

とができる。つ ま り、全貝が同 じ情報 を参照 し共有す ることが できると

ともに、全員が全員の生の動画像 を見、生の声 を聞 くことができる。画

面は、会議 に参加 しているメンバー全貝が共有 する共有画面 と、各 メン

バーが自分専用 に利用 ・参照す る個 人画面があ り、画面上 のレイアウ ト

は自由に変更 できる。現在、研 究所 間でソフ トウェア開発等に利用 され

てお り、6年1月 には、 日本 ・米国 ・シンガ ポー ルの3か 国を接続 して

実験的に利用 が始 まっている。

さらに、このシステムを利用 して、指の動 きや手の位 置などをデー タ

に変換 して、コンピュー タに送 る機能 を持 った特殊 なグロー ブをつけて、

コンピュータの画面上 に表示 された物体 を、あたか も自分 の手で動か し

ているかのよ うに動かす実験 も行 われている。 これが実現す ることによ

り、航空機 の設計 を例 に とる と、遠隔地にい る複数の人が、 コンピュー

タの画面上に表示 されている航空機 の向 きを自分 の手の動 きにあわせて

自在に変 えなが ら、色や形状等について互 いに議論 ・修正 を行 い、航空

機の設計の分担 を行 うとい うこともできるようになってい る。

(お互いの姿 を確認 しなが ら行 う協同描画システムの 開発)

大 きなガラス板 を挟 んで、アイ コンタク トをとりなが ら、2地 点 で描

画 を行 うことが できるシステムが開発 されてい る。

従来のテレビ会議 システムでは、図面や 資料 を説明する際に、それ を

相手に示す ことはで きたが、相 手の視線に より相手が どこに関心 を持 っ

ているか を知 ることはで きなかった。 しか し、この システムでは、描画

結果のみな らず、描画 を行 う相 手の連続 した動作 を見 るこ とがで き、ア
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イコンタ ク トを とりなが ら作業 をす るこ とが できるの で、臨場感の ある、

よ り対面 での打合せ に近 い状況 を作 りだす こ とが できる。

このシステムは、 ビデオ回線 とハー フ ミラー を基に構成 されてい る。

ハー フ ミラーに写 った 自分 の姿 とカラー マー カーで直接 ハー フ ミラー上

に書 き込んだ描画は、頭上 にあるカメラで撮影 され、 ビデオ回線 を通 じ

相手のハーフ ミラー に投影 され る。同様 に、自分 のハー フ ミラー に もハー

フ ミラーの裏側 にあるビデオプ ロジェ クタか ら相手 の姿 と描画が投影 さ

れ る(第3-2-2図 参照)。

現在 では、 さ らに高機能 のシステムが開発 されてい る。 この システム

では、今 までのシステムにパー ソナル コンピュー タを接続す ることによ

り、パー ソナル コンピュー タで描 いた絵 を、 コンピュー タの画面 を大き

くしたよ うなハーフ ミラー の画面上に読み込む ことがで きる。 この読み

出 した描画に対 して、電子ペ ンを使 い、修正 等 を加 えなが ら協 同で作業

す ることがで き、修正後のハーフ ミラー上 の画面 は コン ピュー タに保存

す ることがで きる ものであ り、 臨場感通信 を コン ピュー タで補強 し、協

第3-2-2図 協 同描画 システムのイメージ図
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直接描画

謙
鴨
,〆
,ス クリーン

oo

＼/
ビデオプ ロジェ クタ
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第3-2-3図 高機能協同描画システムのイメージ図

電子ペ ン
デジタイザ ビデ オ カ メラ

偏光板(ハーフミラー)

半透明ス クリー ン

噛ビデ オプ ロ ジェ ク タ

鏡

pc口

同描画 システムがさ らに便利にな る(第3-2-3図 参照)。

(イ)業 務支援

(販売促進資料 をデジタル化 して一元管理 を行 う映像 データベース シ

ステムの利用)

ある企業では、 コマー シャル ・フィルムや ポスター、写真 などの膨大

な量の販売促進 資料 をデ ジ タル化 して蓄積 し、LAN上 で映像 デー タ

ベー ス ・システム として利用 し、業務 の支援に役立 ててい る。

従来、 コマー シャル ・フィルムは ビデオテープでブラン ドご とに異 な

る広告代理店が保管 し、 また、 ポスターや雑誌広告 な どは現物やマイ ク

ロフ ィルムを社 内の複数の部署が保管 していたため、過去の資料 を参照

するのに社内外のや りとりが多 く、手間 と時間がかか っていた。そこで、

これらの情報 を電子化 しブ ラン ド管理 を徹底 し、効果的 な広告戦略 と業

務の効率化に役 立てるこ とを目的 にデ ジタル ・ビデオLANシ ステムが

開発 された。 この システムでは、動画や音声 を含む様 々な販売促進資料

をデー タベース化 して社 内で一 元的に管理 し、パ ソコンで全情報 を検索
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第3-2-4図 デジタル ・ビデオLANの シ ステム構成図

す るこ とがで きる。つ まり、1つ の端末 でテ レビコマー シャルの動画像

を見なが ら、デー タをみるこ ともでき、一体的 に処理す るこ とが できる。

ブ ラン ド名に よる検 索 を行 うと、各広告媒体 ご とに何種 類作成 し、経

費がい くらかか ったかな どが表示 され る。広告 媒体 に よる検 索では、テ

レビ コマー シャル を例 に とる と、 ビデ オ画像 の ほか に制 作年 度 ・プロ

デューサー名 ・契約金額 な どが表示 され る。

この システム を導入 したこ とに よ り、様 々な情報 の中か ら欲 しい情報

を迅速に検索 で きるよ うに な り、業務 の効率 を向上 させ ている(第3-2

-4図 参照)
。

(ウ)企 業内研修

(衛星通信 による動画 ・音声 ・データを利用 した双方向企業 内研修)

遠隔教育 ・研修 では、動画 ・音声 ・デー タ等の双方向性 が要求 されて

いる。 ある企業では、センター教室 と全国のサ テライ ト教 室 を衛星回線

で結びデ ジタル化 され た動画 ・音声 ・デー タを リアル タイムかつ双方向

で通信 し、企業 内研修 を行 って いる。

この システムは、1つ の講義に対 して、講師の顔 の映像 に1画 面、資

料や テ キス トに1画 面の合計2画 面の動画像が伝送 で き、画面には必要

に応 じて手書 きで説明 を加 えた りす るこ ともで きる。セ ンター教 室の講

師の受信 モニ ターには、任 意の2か 所のサテ ライ ト教室 の映像 が送 られ
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て くる。 どのサ テライ ト教室か らでも講師に質問す るこ とがで き、質問

があると講師卓のランプが点灯 し、 ボタン1つ で回線がつなが り、質問

に答えるこ とがで きる。質疑応答 の様子 は、センター教 室 を含めたすべ

ての教室に流す ことが で き、 まさにその場で講義 を受講 しているの と同

じ環境 を作 りだすこ とが で きる。

このシステム を導入す るこ とによ り、講師が、各地に出向いて同 じ内

容の講義 をした り、受講者が遠隔地に出向 き受講す るとい う無駄が省け、

移動に伴 う時間 と経費 を削減 で きる。 また、全国一斉授業に より、均質

な講義を受け るこ とに よ り共通 の情報 を手 にす ることが できる。

ウ 社 会

マルチ メデ ィアの特長 を生か して、生徒個 々の個性や能力 を生かす学

習への利用、高度 な映像 通信機 能 を利用 した医療におけ る実 験等が始

まってい る。

__一 一・一一一騨一 　 r騨
峯 一=蟷 晒_二 二 鼻 環 三一三一

㌃ 　[弔瞬 瞭騨

蔓・箋ピ織
感 欄
㌦ 、・.

企 業 内 研 修
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(ア)教 育 ・学習

(マ ルチメデ ィアパ ソコンと情報通信 ネ ッ トワークを利用 した生徒の

個性や能 力を生か す学習)

教育 の場 にお いて、マルチ メデ ィアパ ソコン と情報通信 ネ ッ トワーク

を利用 しなが ら、生徒の個 性や 能力 を生かす学 習の試 みが始 まっている。

東京都 のあ る小学校 では、学校 の回 りの 自然や動物、地 形等 をテーマ

として選 んで、観察 して ま とめ るとい うフ ィール ドワー クを授業 に取 り

入れてお り、生徒 た ちは観 察 した り調べ た りした結果 を、文章 ・音声 ・

静止画 ・ビデ オの動画等 を利用 してパ ソコン上 で まとめ、パ ソコンを使っ

て発表 をして いる。 また、 こうした結 果 を、 カナダの小学校 とパ ソコン

通信 で結 んで交換 してお り、現在 では、 さらに進 んで両校 で共通のテー

マ を設 けて、学んだ こ とや調べ た ことをまとめ て、継続的 に情報交流を

行 っている。

鷺幾
。ご 一一 ・'81淋 ・!一

・㍉ 峨1「 、'矧 甑1'欝 、_1

マルチメディアパソコンを利用 した屋外での学習風景
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(イ)医 療 ・福祉

(CT画 像 や病理片ハイ ビジ ョン画像の伝送 を利用 した遠隔診断支援

の実験)

遠隔診断支援 の分野 にお いては、北海道において脳神 経外科等の専 門

分野にかか わる救急診療 において、専 門医のいない病院か ら患者のCT

画像等 をISDN回 線 を利用 して専 門医のい る病院 に伝 送 し、 ア ドバ イ

スを受けて診療や応 急処置 を行 う実験が行われている。

また、宮城県において専 門の病理 医がいない病院 におけ る病理診断 を

支援す るために、光 フ ァイバー で伝送 されて きた顕微鏡標本 を、専門の

病理医がハ イビジ ョンのモニターで診断支援す る実験が行 われ てい る。

これ らの例 では、専 門医の判断に よ り的確 な処置が可能 となるほか、専

門医のい る病院への移送 の必要性の判 断が迅速に行 われ るな どの効果が

出ている。

(映像通信 を利用 して入院患者 と外部 との コミュニケーシ ョンを深 め

る実験)

病院外 とのコ ミュニケー シ ョンが不 足 しが ちな入院 中の子供 を対象 と

して、家族や 同年代の子供 たち との交流 を深め るための実験が映像通信

を利用 して、5年5月 に行 われた。

この例では、東京都 の小 児病院 と病院外の2地 点 を50MHzの マイ ク

ロ波で結んで、入院中の子供 と家族 との面会 を実現 した り、情報通信 ネ ッ

トワー クを通 じて、入院中の子供 と他地点にい る子供が一緒 になって、

カルタ取 りを行 った り、 コンピュー タグラフィックスで描かれ た金星 の

上空をあたか も飛行 しているよ うに体感 して楽 しんだ りす る等 の実験 を

行 った。臨場感のあ る映像通信 を利用 して、遠 隔地 との間でよ り現実 に

近▽・コミー・ニケー ションをとるこ とによ り、入院患者の外部 との交流 を

深め、 日常生活 での経験や体験 を補 足をす る効果が現れてい る。
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(福祉 ・介護情報 のデー タベースサ ー ビスの提供)

高齢化社会の福祉分 野での利用 として、高齢者 の介護 を中心 とした幅

広い相談 に対応す るデー タベー ス検索 システムが実用化 されて いる例が

あ る。 この システムは、①介護に必要 な機 器情報 を検 索で きる介護機器

用品検索 システム、②保健 ・福 祉 ・医療 ・年金 ・生 きがい ・税 金等の幅

広 い分野 に及ぶ情報 を検索 で きる情報検 索 システム、③ 介護相 談員 に要

介護者の状況に応 じたサー ビスのア ドバ イスをす る介護相 談員支援 シス

テムか ら構成 されてお り、利用者は端末 か らISDN回 線 を介 してデー

タベー スにア クセス し、情報 を検索す る仕組 みにな ってい る。介護機器

用 品検 索 システムにつ いては、福祉相 談貝等 は、福祉相談 センター等に

設置 された端末 を利用 して、介 護 を要 す る高齢 者等 の症状等 を選択 して

い くことに より、適切 な車椅子 やベ ッ ド等 の介護機器 の情報 を静止画像

で確 認す るとともに、機 器の紹 介や使用上 のア ドバ イスを音声 によって

受け ることが可能 となってい る。

(2)先 進諸外 国における利用 ・開発動 向

先進 諸外 国においては、個 人 ・家庭 の分野 にお いて、 ビテオ ・オン ・

デマン ドサー ビスの開発 等へ の活発 な取組が行 われ ている。 また、社会

の分 野において も、街頭 の端末 を利用 して行政情報 を提供 した り、事務

手続 きを行 った りす るサー ビスが行 われるなど、マルチ メデ ィア化 の進

展 をみ るこ とが できる(な お、 この部分の記述 は、1994年3月 末現在の

状況 を踏 まえた ものであ る)。

ア 個人 ・家庭

娯楽の分野 では、 ビデオ ・オン ・デマ ン ドサー ビスや テレビ放送 と他

の メディアを併用 す るこ とによる双方向的 な視聴者参加 型プ ログラムの

提供サー ビス等の実用 ・実験の動 きが進展 してい る。 さらに、情報莉用

の分野 では、携帯型の情報端末 によ り、 多様 な情報がや り取 りされてい
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るほか、パ ソ コン通信会社 に よる画像 を中心 とした家庭への情報提供

サー ビスやインターネ ッ トを利用 した情報収集 について も、実用 ・実験

が進んでいる。

(ア)娯 楽

(ビデ オ ・オン ・デマ ン ドの実験)

ケーブルテレビが全家庭 の60%以 上 と広 く普及 しているこ と、1992年

7月 のFCCの 裁定に よ り、地域電話会社 に対 し公衆へ の映像伝送サー

ビス(ビ デオ ・ダイヤル トー ン)の 提供 が認め られたこ と、ケー ブルテ

レビ事業者 が長距離 電話の バ イパ ス ・サー ビスやPCS(注)(Personal

CommunicationServices)等 の通信サー ビス を提供 で きるよ うになっ

たことなどを背景 に、米国では、様々な双方向の映像伝送サー ビスの実

験や計画が進め られている(第3-2-5表 参照)。

そこでのサー ビス としては、ホー ムショッピング、ホー ム リザベー ショ

ンや映像 を使用 したインタラクティブ ・ゲーム、視聴者の リクエス トに

応 じて映画 を伝送す るビデオ・オン・デマ ン ドな どがあ る(第3-2-6

図参照)。

例 えば、ある地域電話会社が、1993年6月 か らニュー ヨー ク市 で実施

している実験では、既存のケーブルテレビの技術 を使用 し、アナログの

映像伝送 で、50世 帯 に対 して ビデオ ・ダイヤル トー ンがサー ビスされて

いる。 また、別 の地域電話会社 では、電話回線の映像伝送サー ビスへ の

適用可能性 を探 るため、1993年6月 か らバー ジニア州 で従業員300世 帯に

対 して、既存の電話 回線 を使用 したデ ジタル映像伝 送のビデオ ・ダイヤ

ル トーン実験 を行 っている。

実験・計画の中には、高機能の新 ネ ッ トワー クを構築 し、映像伝送サー

(注)PCS:米 国で開発が進んでいるパー ソナル移動通信 システム。高周波 を利

用 してお り、従来の携帯電話 より小型 ・軽量。



第3-2-5表 欧米における主な ビデオ ・オン ・デマン ド実験

中心となる
事業 主体

場 所 実験 期 間 ネ ッ ト ワ ー ク 構 成 特 徴

ケープル テレビ

事業者

米 ・フ ロ リダ州 ・オー

ラ ン ド

94年 中 ～ セ ン ター 一(光 フ ァ イ バー)一 ノー ドー(同 軸1本)一 家 庭 フル ・サー ビスを指 向

ケープル テレビ

事業者

米 ・コ ネチ カ ッ ト州 94年 中頃～ セ ン ター 一(光 フ ァ イバ ー)一 ノー ドー(同 軸2本)一 家 庭 フル ・サー ビス を指向

地域電話会社 米 ・ニ ュー ヨー ク州 ・

ニ ユ ー ヨー ク

93年6月 ～1年 間 セ ン ター 一(光 フ ァ イ バー)一 ノー ドー(同 軸1本)一 家 庭 アナ ログ伝送

地域電話会社 米 ・バージニア州北

部

93年5月 ～94年3月 センター一(電 話 回線)一 家庭 電話回線の使用可能性実験

地域電話会社 米 ・ネ ブ ラ ス カ州 ・

オ マ ハ

94年 春 ～ センター 一(光 ファイバ ー)一 ノー ドー(同 軸 ・電 話 回 線)一 家 庭 フル ・サー ビスを指 向

企業連合体

(長距離電話会

社 ・ケーブルテ

レビ事 業者)

米 ・カ リフ ォ ル ニ ア

州 ・カ ス トロバ レー

94年 第2四 半期 ～ セ ン ター 一(光 フ ァ イ バー)一 ノー ドー(同 軸1本)一 家 庭

企業連合体

(長距離電話会

社 ・地域電話会

社 ・ケープルテ

レ ピ事 業者)

米 ・コ ロラ ド州 ・デ

ンノく一

92年8月 ～94年3月 センター一(光 ファイバー)一 ノー ドー(同 軸 ・電話回線)一 家庭

電話会社 英 ・ケ ス グ レー プ 94年3月 ～ セ ンター一(電 話 回線 または光 ファイバー)一 家庭 電話 回線 と光 フ ァイバーの

比較実験

(注)平 成6年3月 現在の情報による。郵政省調べ。
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第3-2-6図 ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ドの イ メ ー ジ 図

ビ デ オ ・オ ン ・デ マ ン ド

○
番組提供
事 業者一

匡

ケープルテレビ事業者

○
ビ デ オ
サーバー∪

一 冒"刷 一一}一 一 響一,冒 一冒 ■冒膠 曹■ 曹■冒 一冒 曽 一一 一 一匿 一 ・

電気通信事業者

3

リクエ ス ト信 号 ← 一

加入者 一[巫]
,・9・

』.プ灘 無 耕
3

ビスだけ でな く、よ り広範囲なサー ビス提供 を目指す もの もある。

例 えば、あるケー ブルテ レビ会社が、1994年 中に もフロ リダ州 で実施

するといわれてい る実験では、センターか らユーザー宅の近 くまでを光

ファイバー、 その先 の加入者 線部分 につ いては 同軸 ケー ブルのハ イブ

リッ ド・ネッ トワー クを構築 するこ とに よ り、デ ジタル映像伝送 による

ビデオ ・オン ・デマン ドや利用者 が好 きな時にビデ オショッピングセ ン

ターにア クセス し、好 きな映像 カ タログを選 んで、 その中か ら商 品を選

択する、オン ・デマン ド ・シ ョッピングのほか、長距離電話やPCS等

の通信サー ビス も含 むフルサー ビスの提供が計画 されてい る。

(既存メディアの活用 による双方向的 な視聴者参加型 プ ログラムの提

供)

カ リフォルニ ア州 で1992年4月 か ら行 われているサー ビスでは、 ケー

ブルテレビ放送 にFM放 送 のサブ ・バ ン ド、電話 回線 を組 み合 わせ た視

聴者参加 型のプ ログラムが提供 されている。このプ ログラムでは、例 え

ば、番組で放送 されているバ スケッ トボールの試合 について、あ る選手

の次の動 きが、パ スか ドリブルか といった選択肢がFM波 で視聴者のコ

ン トロール ・ユ ニ ッ トのス ク リー ンに表示 され、視聴者はそれを選択す

る。その結果はユニ ッ トに蓄積 され、番組終了後、ユニ ッ トに電話プラ

グをつ なぎ、結果 を中央 コンピュー タに伝送す ることによ り、視聴者 の
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中での順位 を知 ることができ、優勝者には商品が与え られ る。

(イ)情 報利用

(携帯型情報端末 を利用 した情 報伝送)

米国においては個人の ための携 帯型の情報端末 が多数 、開発 、販売 さ

れ てい る。 これ らの端末は、パ ソコンな どとの連携が可能 になっている

ほか、通信機能、 コミュニケー ション機能 に も重点が 置かれ てお り、こ

れ を利用す るこ とによ り、 どこか らで も、他 の情報通信機器 との間で、

文字 ・図形 ・音声 ・デー タのや り取 りをす るこ とが できる。

例 えば、1993年8月 に発売 され た情報端末は、ペ ン入力に よる手書 き

文 字認識や編集機能 を有 してい るのに加 え、通信用の モデム をつけ るこ

とに より、公衆 回線 ・ペー ジャー ・セル ラー ・構内無線LANの ネ ット

ワー クにア クセ スで きるほか、赤外線 ビームに よ り、他 の端 末 との間で

デー タ交換 をす ることもで きる。 また、1993年12月 に発 売 された別 の情

報端末は携帯電話一体型 であ り、 これに よ り、電話 ・デー タ通信 ・ファ

クシ ミリ ・電子 メー ル ・数字ペー ジャーのサー ビスを受 け ることが でき

る。

(パ ソコン通信網 とケーブルテ レビ網 の結合 によ る映像等 の伝送実験)

米国のあ るパ ソコン通信の大手に よ り、ケー ブルテ レビ網 を利用 して、

映像や音声の伝送 に加 えて、デー タや テキス トの付加情報 を伝送す る実

験が、1993年 末か ら行われてい る。

そこでは、 ケーブルモデム を介 してパ ソコン をケー ブルテレビ網に接

続す ることによ り、パ ソコン通信 のセン ター にあ るデー タベー スにア ク

セ スし、スポー ツ番組 を見なが ら選 手の過去の成績の デー タを呼び出 し

た り、音楽番組 を見 なが らコンサー トのチケッ ト予約 を した りす るサー

ビスが実験 されてい る。
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(イ ンターネッ トを利用 した情報収集)

米国 を中心に、 インターネ ッ トと呼ばれ る、世界的な規模の情報通信

ネッ トワー クが構築 され てお り、これ を利用 して種々の情報 を収集す る

ことが できる。

インターネ ッ トは、TCP/IPと 呼ばれ る通信手順(プ ロ トコル)

で、LAN等 を相互に接続 した ネッ トワー クであ り、米国では、NSF

ネットをは じめ とした研 究 ・学術用の基幹ネ ッ トワー ク及び企業が 自由

に利用できる商用の基幹 ネ ッ トワー クがそれ ぞれ複数存在 している。

インターネ ッ トは、当初 は研 究者のネッ トワー クであったが、現在 は、

学術 目的以外の利用が急激 に増加 し、企業利用が学術利用 を凌駕 してい

るといわれて いる。

インター ネッ トの利用は現在で も急速に増加 してい るため、その規模

を正確にはか ることは困難 であるが、接続 コンピュー タ数220万 台以上、

間接的に接続 されてい るもの も含め ると140か 国以上に接続 され、利用者

数 はおお よそ1,000万 人 といわれ てい る。

利用者は、 ワー クステー シ ョンやパ ソコン端末か ら、インターネ ッ ト

を通 じて、気象衛星の カラー写真や ホワイ ト・ハ ウスにおける記者会見

や各国首脳 との会談模様 な ど、政府機 関、大学な どが無料で提供 してい

る多様 な情報 を入手す ることがで きる。 また、 この他の機能 として、電

子メールが利用で きるほか、商用 のサー ビスヘ アクセス し、書籍の検索 ・

注文 といったサー ビスを受 け るこ ともで きる。

インターネ ッ トで扱 われてい るデー タは、文字デー タが 中心 であるが、

ミュー ジック ・ビデオの提供 サー ビスの ように、音声 ・ビデ オ画像 も扱

われるようになって きている。

イ 産 業 ・企業

産業 ・企業の分野では業務支援 のため、動画 を含む有益 な情報 を検索
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で きるシステ ムを実験 的に導 入 している先進的 な事例 がみ られ る。

(企業内LANを 利用 したニュース ・オ ン ・デマ ン ドの実験)

米国二'一 ヨー ク市の あ る製 薬会社 では、企 業 内のLANの ネッ ト

ワー クで接続 された端末上 で、動画 を含む必要 なニュー ス番組 を、視聴

す ることが可能 とな っている。 このサー ビスは、1993年 か ら米国のある

大手 コン ピュー タメーカー と放送事業者等か ら、実 用化 にむけて実験的

にサー ビスが提供 されている もの で、テ レビ放 送 されたニュー スを中心

に編集 され た番組が デジタル化 され、1時 間ご とに通信衛星 を介 して、

製薬会社 に提供 され る。提供 され た番 組は製薬会社 のLANの サーバー

に蓄積 され、社員はパ ソコン端末 でサーバーにア クセス して、いつ でも

自分 の必要 とす る番組 を見 るこ とがで きる。

また同 じニ ュー ヨー ク市 の投資家の事務所において、1993年 か ら情報

提供会社 と地域電話会社 が共 同で、事務 所のパ ソコン端 末か ら文字 ・音

声 ・動画等の情報検 索がで きるシステムの実験 を行 ってい る。事務所 と

デー タベー スセ ンター とを1.5Mb/sの 公衆 デ ジタル回線 で接続 し、セン

ターの映像情報等 を事務所 のLANの サーバー に蓄積 し、投資家はパソ

コン端 末で、サーバーにア クセス して必要 な情報 を入手す る。セ ンター

のデー タベー スには、放 送 されたニュー ス番組 を編集 した もの をは じめ、

金融関係者へ のインタビューや アナ リス トの分析 など情報提供会社が独

自に編集 した番組等が蓄積 されてい る。 また、蓄積 された情報のほか、

記者会 見や インタビュー等の生 の映像 もセンターか ら提供 されてい る。

投資家は このシステムを利用 し、投資に役立つ情報の収集 を行 っている。

ウ 社 会

社会の分野 では街頭や図書館 等に設置 した端末 を通 じて、住民の必要

とす る行政情報等 を提供 している事例 、通信衛星や光 ファイバー等 を利

用 した双方向の遠隔教育の事例 、通信衛星 等を利用 したロボ ッ トの遠隔
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操作による学習や調査 ・研究の事例等において先進的 な動 きがみ られ る。

(ア)行 政事務等

(街頭の端末 を利用 した行政サ ービスの提供)

米国カ リフォルニア州では1991年 か ら、州政府か らの情報や雇用情報

等の検索のほか、 出生届や 自動車登録料の支払いなどが終 日で きる端末

が、街頭 ・図書館 ・シ ョッピングセンター等に設置されてい る。利用者

が端末画面の タッチ操作 で情報 を検索す る と、該 当す る情報が文字 ・図

形 ・音声 ・映像 で表示 される。文字 ・音声 ・静止画等 は専用線 で結ばれ

たセンターか ら伝送 され、動画 は端末に内蔵 されたビデオデ ィス クに よ

り表示 され る。

また、この ようなシステムは、米 国フロ リダ州 ヒルズバ ラ・カウンティ、

ミズー リ州カ ンザ スシテ ィ等で も導入 されてお り、郡や市が主体 とな り、

行政情報の提供 のほか、環 境問題 ・裁判等 に関す る相談、苦情処理等の

サー ビスを終 日実施 してい る。

(イ)教 育 ・学習

(光ファイバ ーや通信衛星 を利用 した双方向の遠 隔教育の実施)

米国アラスカ州 では、1992年 か ら8つ の村 の学校 を光 ファイバーや通

信衛星で結んだテ レビ会議 システムを利用 して、1人 の教 師が同時に複

数の学校 で授業 を行 った り、双方 向の機 能 を活用 して学校 間でのディス

カッションを行 っている事例 がある。各学校 は規模 が小 さく、それぞれ

の学校 で全教科 の教師 をそろえ るこ とはで きず、 また、この地域 は各学

校間の距離が遠 く、交通が不便 なため、授業や学校間の コ ミュニケー シ ョ

ンを図 る上での苦労が 多か った。 この システム を利用 して、教科 担当の

教師に よる授業 や学校 間の交流活動が行 われ るようになった(第3-2

-7図 参照) 。

また、 米国カ リフォルニア州の大学 で、修士号取得 を目指す企業の研
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第3-2-7図 光ファイバーや通信衛星を利用した双方向の遠隔教育システムのイメージ図

○ 村 鞠 ⊃ 通信衛星
○ 学 校

○ 基地局

ノ 基 地 局

マ イクロウL一 フ

究 者等 を対象に実施 している遠隔講義 を双方向化す る実験が現在行 われ

ている例 があ る。

(通信 衛星等 を利用 した遠隔操 作 による学習)

公的機 関 ・民 間企業等が共同で1989年 に設立 した団体 に より、通信衛

星等 を利 用 した双方向の遠隔学習のプ ログラムが提供 されてい る。 これ

まで提供 されたプログラムには、海中生物の学 習、アフ リカの風俗 ・習

慣の学習等があ る。例 えば、1993年3月 の海中生物 の学 習では、海上の

船 とケー ブルで結ばれ たロボッ トが海 中約1マ イルに沈 め られ、 そのロ

ボッ トが撮影 した海 中の映像 が通信衛星 を介 して米 国 ・カナ ダ ・イギリ

スをは じめ とす る5か 国(地 域)の 博物館 ・大 学 ・研 究機関等 に設置さ

れ た専用端末及 びデ ィスプ レイに映 しだ された。 この専用の端末には海

中の ロボ ッ トを遠隔操作す るための コン トロー ル レバーが装備 されてお

り、学 習者は 自分の見 たい場所に ロボッ トを移動 して、好 きな方向 ・角

度か ら海 中の生物 を見 るこ とが可能であ った(第3-2-8図 参照)。
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第3-2-8図 通信衛星等を利用した遠隔操作による学習システムのイメージ図

鋤 酢1軸1川 翻

/
粥モ筆

ケーブ ル1マ でル

ヒテオ カ メラ T9。 、

(ウ)調 査 ・研究

(通信衛星等 を使 った ロボ ッ トの遠 隔操作 とバーチ ャル ・リア リテ ィ

技術 を利用 した高度 な調査 ・研究の実施)

米国のNASAで は、将 来の火星探索に有効 な技術 をテス トするため、

カリフォルニア州の研 究セ ンターか らロボ ッ トを遠隔操作 し、火 山や海

底等の調査 をす る実験が行 われ ている。例 えば、1993年10、11月 に行 わ

れた南氷洋の海底調査では、南氷洋の海底 ロボッ トか ら、通信衛星等を

介 して、位 置情報や ビデオ画像 デー タが研究セ ンターに伝送 され、これ

を基に コン ピュー タが海底 の様 子 を立体 的にデ ィスプ レイ上 に表 示 し

た。 このシステムに よ り、研究者は海底 にいるような感 覚で海底 ロボ ッ

トを操作 し、海底生物の採取 を行 うこ とが可能であった。

③ 企業間の提携等の動 向

マルチ メデ ィア化 の進展 に伴 い、映像 ソフ トや ゲーム ソフ ト等のソフ

ト分野、シ ョッピング ・出版等のサー ビス分野、端末機器 ・ソフ トウェ

アの分 野、通信 や放送 の分野等国内外の様 々な分野の企業が新 たな事業
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第3-2-9表 企 業間の主な提携 ・連合の動 き

提携 ・連合分野 主な提携 ・連合の動き 主 な 狙 い 等

通信 ・放送

の統合サー

ビス等新た

なサービス

提供をめ ぐ

る分野

我

が

国

ゲー ム ソ フ トメー カー とケ ー ブ ル

テ レ ビ事 業 者 に よる ケー ブ ル テ レ

ビ網上 の ゲー ム配 信 実 験

ネットワークを利用した新たなゲーム

ソフト市場の創出と、ケーブルテレビ

の番組内容の充実

通信事業者 と通信販売会社による

通信網 を利用 したシヲッピング

サービス実験

ネットワークを利用した新たな通信販

売の創出と通信サービス内容の充実

我が国の商社によるケーブルテレ

ビの運営に関する米国のケーブル

テレビ会社 との提携

ビデ オ ・オ ン ・デマ ン ド、 ホ ー ム シ ョッ

ピ ン グ等 の新 た なサ ー ビス の実 験

米

国

地域 または長距離通信事業者 と

ケーブルテレビ事業者によるサー

ビス提供実験

ビデオ・オン・デマンド等の新たなサー

ビス提供による需要の創出

コン ピュ ー タメー カー とケー ブ ル

テ レ ビ事 業 者 に よ るセ ン ター 機 器

等 の 開 発

サービス提供に必要な新しい高度化し

たセンター機器等を、ケーブルテレビ

事業者の要求規格で共同開発

コンピュータメーカー、通信研究

所、地域通信事業者等の連合によ

る機器開発やサービス実験

デジタル映像技術によるビデオオンデ

マンド等のサービスの提供実験と機器

の開発

技
術
開
発
を
め
ぐ
る
分
野

携帯情報端

末

米国のコンピュータメーカーと我

が国の家電メーカーの提携による

開発や製造

コンピュータOSの 技術 と電子手帳の技

術をべ一スに新しい携帯情報端末の開

発 ・製造により個人利用等の市場拡大

米国の長距離通信事業者 と関連会

社の提携による開発や製造及び我

が国の家電メーカーの提携による

製造

長距離通信事業者が提供する電子メー

ルサービス等への端末の活用や無線通

信網の利用等による個人利用の市場拡

大

通
信
サ
ー
ビ
ス
系
ソ
フ

ト
ウ
ェ

ア

等

ATM技

術

世界中の企業の参加によるATM

フォーラムの設立、我 が国 の企

業 ・団体 の参加 に よ るATM

フォーラム日本委貝会の設立

ATM技 術 により相互接続性の確保さ

れた規格を迅速に定めることなどによ

りATM製 品やサービスの普及 ・促進

目指した活動の推進

通信サー

ビス系プ

ログラミ

ング言語

米国のコンピュータメーカー、長

距離通信事業者、我が国の家電

メーカー、国内通信事業者等の提

携による開発

電子メール、携帯情報端末等に利用す

る新しい汎用的な通信サービス系プロ

グラミング言語の開発

(注)6年1月 現在
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展開や市場開拓 を 目指 して、提携 ・連合 する動 きが顕著 にみ られ る。 こ

のような動 きは、特 に米国において顕著 にみ られ るが、我が国において

もケーブルテレビの分 野 を中心 に新たなサー ビス提供 を目指 した提携 ・

連合の動 きや通信事業者に よるマルチ メディアの利用実験が進め られ る

動きなどがある。

ここでは、通信 ・放送の統合サー ビス等の新たなサー ビス提供 の側面

と技術開発 の側面か ら企業 の提携 ・連合 の動 きを概観す る(第3-2-9

表参照)。

ア 通信 ・放送の統合サ ービス等新たなサー ビス提供 をめ ぐる動向

通信 ・放送の統合 サー ビス等の新 たなサー ビス提供 をめ ぐり、特に米

国にお いて、地 域通信事業 者 とケーブル テ レビ事業 者 を中心 とす る提

携 ・連合の動 きが著 しい。地域通信事業者 は、従来 の自社のエ リア内で

は従来の通信網 で、 またエ リア外 では提携 す るケーブル テレ ビ網 で通

信 ・放送の統合サー ビス等 を提供 可能 となるためマーケ ッ トが拡大す る

メリッ トを得 る。一 方、 ケーブルテ レビ事 業者は、長距離通信網へ の接

続の ノウハ ウ等の通信系の技術基盤 を得 ることが で きる。 さらに、提供

する映画等の映像 ソフ トの質的 ・量的 な充実や提供す る設備機器 を開発

するために、豊富な ソフ トを有 す る映像 ソフ トの提供企業や コンピュー

タメーカーが この提携 ・連合に加 わる動 きが進 んでい る。

我が国にお いて も、最新ゲー ム ソフ トの迅速 な利用者への配信、ゲー

ムソフ トの利用状況 の正確 かつ迅速 な把握、 多彩 なケー ブルテ レビ番組

の提供等 を図 るため、ケーブルテレビ事業者 とゲームメー カー が協力 し

てケー ブルテ レビ網 を利用 したゲーム ソフ トの配信実験 を行 う動 きが進

んでいる。 また、映像等に よる最新商品情報の利用者への迅速 な提供 、

商品の販売状況 の正確 かつ迅 速 な把握、提供す る通 信サー ビスの 多様

化 ・高度化等 を図るために、通信事 業者 と通信販売会社 が協 力 して通信
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網 を利用 したシ ョッピングサ ー ビス実験 を行 う動 きも進んで いる。

イ 技術開発 をめ ぐる動 向

情報通信 のマルチ メデ ィア化 を進め、新 たなサー ビス を提供す るため、

各企業 は基盤 となるハー ドウェアや ソフ トウェアの技術開発 を、他企業

と提携 ・連合 す るなど して活発に進めてい る。 このよ うな動 きの背景に

は、開発 した製 品が将来の新 た な市場 でデファ ク トス タンダー ド(業 界

標準)と して位 置づ け られ市場 におけ る優位性 を確保す るとともに、自

社 の事 業が有利 に展 開 してい くことを目指 した各企業 の意図が ある。こ

こでは、情報通信のマルチ メデ ィア化 の進展 を支 える重要 な要素技術で

あ り、かつ技術 開発 のため の提携 ・連合 の動 きが活発化 してい る携帯情

報端末や通信 サー ビス系 ソフ トウェア等 をめ ぐる動 きを取 り上 げる。

(ア)携 帯情報端 末 をめ ぐる動向

米国の コンピュー タメー カー と我が国の家電 メーカーが提 携 ・連合 し、

通信機能 のある新 しい携帯情報端末の開発 を進 め る動 きが著 しい。特に、

フ ァクシ ミリ通信 ・電子 メー ル等 の通信機能性 を重視 して開発が進め ら

れてい る。

この ような通信機能 を実現す るため に、通信サー ビス系プ ログラミン

グ言語、通信 モデム機能のカー ド化、通信処理能力の 向上 を 目指 したC

PUの 技術開発等が進め られてい る。 また、ペ ン等 によ る手書 き文字入

力、手書 き図形 の認識の高度 なヒューマ ンインタフェー ス機能の向上 も

進め られ、通信機能の実現 と併せ て、通信機能 のあ る携帯情報端末の機

能 の向上が進め られている。この ような機能 の実現 に、デー タを処理 し、

通信す るなどの情報通信技術 を基に した コンピュー タメーカー、従来の

携 帯型端末 の技術等 を基に した家電 メー カ等の取 組が顕 著 に進 んでい

る。
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(イ)通 信サ ー ビス系ソ フ トウ ェア等 をめ ぐる動向

将来のB-ISDN等 の実現 を支 える要素技術 として広 く世界の注 目

を集めているATM技 術の標準化 活動 をめ ぐり活発 な動 きがみ られ る。

ATM技 術 は、B-ISDNの 転送モー ドとしてITU-Tに おいて国

際標準化 が進め られている一方、米国において、相互接続性 の確保 され

た規格 を迅速 に定め産業界の協 力 を促進す るこ とに よりATM製 品及び

サー ビスの普及 ・促 進 を目指す ため、 コンピュー タメー カー、通信事業

者等の世界中の企業が参加 した民間の非営利団体 としてATMフ ォー ラ

ムが設立 されている。 このフォー ラムでは、世界的視野に立った一元的

な技術活動の推進、地域ユーザー に適合 した周知啓発の実施等の活動 が

活発に行 われてい る。 また、我が 国において もATMフ ォー ラム との密

接 な連携 を行 う とともに、ATMの 利用技術 や適用及 びその円滑な普

及 ・発展 を促 進す るため、通信事業者、 コンピュー タメー カー、電気通

信網の大規模 ユーザー、電気通信 関連団体 、学識経験者 ・研究者等の企

業 ・団体 ・個人等か ら構成 され たATMフ ォー ラム 日本委貝会 が、5年

11月 に設立され、6年1月 末現在、92社(ま たは団体)に よる活発 な活

動が行われている。

通信サー ビス系 ソフ トウェアの分 野では、携帯情報端末等が利用す る

通信規格 等の標準がな されていないため各企業で開発 され る端末間での

相互接続性 を確保す ることが難iしいことか ら、標準的 な規格が求め られ

ている分 野である。 このため、米国の コンピュー タメー カーや長距離通

信事業者、我が 国の家電 メー カーや国内通信事業者等が提携 ・連合 し、

電子 メールや携帯情報端末に利用す る新 しい汎用的な通信 サー ビス系プ

ログラ ミング言語 の開発が進め られてい る。
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2外 国政府 におけ る取組

前項 で概観 した ように先進諸外国においては、 インターネ ッ トを通 じ

た映像 情報の受発信、 ケー ブル テレビの双方向機能 を利用 したフルサー

ビスの提供実験等が積極的 に進め られてい る。

これ ら諸外 国の政府 にお いて も、情報通信 基盤の整備 、広帯域ISD

Nを 利用 したアプ リケー シ ョンの実用実験 など情報通信のマルチ メディ

ア化の進展に向けて重要 な政策 を推進 して いる ところであ る。とりわけ、

米国政府においては、大容量 の コンピュー タネ ッ トワー クを構築 し、情

報 インフラを発展 させ るHPCCプ ログラム を推進す る とともに、各州

独 自の情報通信 基盤整備計画、民 間の通信事 業者や ケーブルテ レビ事業

者のネッ トワー クの高度化等 を含め た総合 的な形で情報通信 基盤 を整備

しようとす るNII構 想等積極 的 な取組がみ られ る。

ここでは、米国 を中心 に、マルチ メデ ィア化 の進 展に係 る先進諸外国

の政府 の取組の動向 を概観す る。

(なお、本節の記述 は、1994年3月 末現在の状 況 を踏 まえたものである。)

(1)米 国

アNll構 想

米国政府 は、①相 互連結 され た電気通信ネ ッ トワー ク、②情報機器、

③情報 ソフ ト・デー タベー ス、④ 人材か ら構成 され、すべ ての米国国民

が、必要 な情報 を、必要な時に、 必要 な場所で、適正価格で得 ることを

可能 とす るため に必要 な情報 通信 基盤 をNII(NationalInformation

Infrastructure:全 米情報基盤)と して、その構築 に積極的 に取 り組んで

いる。

利用者が膨大 な量 の情報 を手元で簡単 に操作 で きるNIIの 開発によ

り、情報革命 が もた らされ、例 えば電子ハ イ ウェイ を通 じてオフ ィスに

「テレコ ミュー テ ィング」できるようにな り、住 みたい場所 に住め るよう
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になった り、医療サー ビスをは じめ主要 な社会的ニーズを満たすサー ビ

スを必要な時 に、必要 な場所 で、順番 を待つ こ とな くオンラインで利用

できるようになるな ど様 々な情報通信 サー ビスが可能 となると予想 され

ている。

このような人々の生活 ・労働 ・交流様 式に大 きな変化 を もた らし、国

民の生活水 準 を向上 させ るNIIを 構 築 す るため、情 報基 盤 タス ク

フォースは1993年9月 に 「NII行 動 アジェンダ1を 発表 し、NIIが

もたらす利益 を明 らかにす る とともに、NIIに 関す る民間部 門の取組

を補完 ・強化す るための政府の役割 として、民間投資の促進、高度な情

報資源へのアクセス を全 国民に保証す る 「ユニバーサルサー ビス」の概

念の普及、技術革新 と新規 アプ リケー シ ョンの促進、ユーザー主導型の

運用の促進等 を掲 げてお り、現在情報基盤 タス クフォー スでは、3つ の

委員会 とその作業部会 において検討が行 われている。

イ 通信基 盤整備 プ ロジェク トの支援

地方公共団体 ・学校 ・図書館 ・医療機関等によ り遠隔教育 ・遠 隔医療

等の通信基盤整備計 画が進め られてお り、1994年 度政府機関歳 出法でN

IIの 一環 として新 設され た 「情報基盤補助金」に よ り、通信 基盤整備

のための計画策定及 び購入に対 し、補助が行 われ ることとなっている。

現在、電気 通信情報庁 では、「情報通信支援プ ログラム(TIIAP)」

として、補助金 の交付対象プ ロジェク トを募集 中である。 また、議会 は

交付対象 としてあわせ て22の 通信基盤整備計画 を推奨 している。

議会が推奨す る22の 通信基盤整備計画 としては、カンザス州立大学の

光 ファイバによる双方向型遠隔教育ネ ッ トワー クの構築、 ノー スカロラ

イナ州政府が州 内の大学病院及 び軍の病院 を光 ファイバで接続 して行 う

遠隔医療 等が ある。
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ウ 超高速通信 ネ ッ トワークの整備

情報通信のマルチ メディア化 の本格化 に向け て、大量のデー タや画像

情報 の伝送な どに対 す るニー ズが高 まってお り、 ギガ ビッ トレベ ルの超

高速通信ネ ッ トワー ク技術の研 究開発が必要 となってい る。

そこで米国ではHPCCプ ログラムの1つ であ るNREN(National

ResearchandEducationNetwork:全 米研 究教育 ネ ッ トワー ク)計 画

によ り、1996年 までに1Gb/sの デー タ伝 送能 力 をもつ ネ ッ トワー クの構

築 を目指 し、 コンピュー タ・電気通信 ・情報の各産業 との協 力に より、超

高速通信ネ ッ トワー ク技術 等の研 究開発 を行 う。

(2)欧 州

広帯域ISDNの 実験や それ を利用 したアプ リケー シ ョン実験が各国

において計画 ・推進 されてい る。

ア ドイツ

(ア)BERKOMプ ロジ ェク ト

広帯域ISDNの アプ リケー シ ョン と端末 システムの開発促 進等を目

的 とした実験が1986年 か らベ ル リンで実施 され てお り、現在は ドイツテ

レコムの子会社DeTeBerkomが 中心 となって行 われ ている。

特 に遠隔医療 ・テレパブ リッシング ・オフィスコ ミュニケー ションの

3分 野のアプ リケー ションの開発 に力が注がれてい る。

(イ)広 帯域lSDNパ イロッ トプロジ ェク ト

ドイツテレコムでは、広帯域ISDNの サー ビス とアプ リケー ション、

技術及 びネ ッ トワー ク運営の各分 野 におけ る経験 を得 るため、ベ ル リ

ン ・ハ ンブル グ ・ケル ン/ボ ンを結んだパ イロッ トネ ッ トワー クを導入

し、1994年 か ら試行 プ ロジェ ク トを実施 してい る。
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イ 英 国

(ア)ビ シ ョップ ・ス トー トフォー ドでの実験

BTは ビシ ョップ ・ス トー トフォー ドにおいて、実験 のためにケーブ

ルテレビ事 業 を行 う特別 免許 の付与 を受け、1990年 か ら1993年 まで、光

ファイバ を用いた21世 紀 の商用通信 システムのためのデー タ収集 を目的

とする実験 を行 った。

実験内容は、光 ファイバ を利 用 して電話サー ビス と広帯域サー ビスを

単一ネッ トワー クで提供す るものであ り、合計301の 事業所 と住宅 を対象

に、電話サー ビス ・ISDNサ ー ビス ・ケーブルテレビ ・ステレオPC

M放 送 ・ビデ オテ ックス等の提供 を行 った。

(イ)ビ デオ ・オ ン ・デマ ン ド・サ ー ビス実験

1991年 の 白書 「競争 と選択」 は、ケー ブル テレビ事業者 を保護す るた

め、今後10年 間はBTに よる娯楽サー ビスの伝送 を認め ない等 の方針 を

打ち出 したが、1993年9月 に独立テ レビ委員会 は、 ビデ オ ・オン ・デマ

ン ドは娯楽サー ビスに該 当せず、BTは 現在 の規制下で もビデ オ・オン・

デマン ドを提供 で きる旨の見解 を発表 した。BTは 、1994年 中に約2500

世帯 を対象に ビデオ ・オン ・デマン ドの実験 を実施す る予定である。

ウ フランス

(ア)Brehatプ ロジ ェク ト

1990年 か ら行 われているATM実 験プ ロ ジェク トの一つ で、34Mb/s

でのテレビ会議 、映像伝送及びLAN間 接続 を主 な目的 とした システム

により、フランス全 土をカバー す るネッ トワー クとして、実験が行 われ

ている。

(イ)Renaterプ ロジ ェク ト

34Mb/sで 、フランス国内の200地 区にあ る教育 ・研究機 関の700のLA

Nを 接続す るもので、1992年 か ら行 われている。主 にテレビ会議、共 同
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研究作業 、遠 隔教育 に利用 されてい る。1994年 には、ATM交 換機 によ

り140Mb/sの 高速サー ビスが提供 され る予定 である。

(ウ)一 般家庭でのFTTH利 用実験 プ ロジ ェク ト

通信 と放 送のマ ルチサー ビス を一般家庭 に提供 す るこ とを 目的 とし

て、国内4地 域 で、FTTC・FTTB・FTTHの 各 システムに より

試行実験が行われ る予定 であ る。

ウEU

(ア)TEN構 想

汎欧州ネ ッ トワー ク(TEN;TransEuropeanNetwork)は 、1987

年 に調印 された 「単一欧州議定書」で打 ち出 された構 想で、運輸 ・エネ

ルギー ・電気通信 のインフラ分 野でEU全 域 に またが るネ ッ トワー クを

構築 しよ うとす るものである。 これは、EUと して基盤整備 のためのガ

イ ドラインを示す ために提唱 されている もので、TENの プ ログラムと

して、EDI(電 子デー タ交換)、ISDNが 検討 され ている。

また、最近 の提案 では、汎欧州 ネ ッ トワー ク としてのISDN(TE

N-ISDN)を 推進す るため に、欧州共通仕様 に基づ くISDN、 い

わゆ るユー ロISDNに 関す る官民 アプ リケー シ ョンの結集、ユーロI

SDN端 末利用の促 進等 について、検討 ・開発 を行 うためのプ ロジェク

トを設け るこ ととなってお り、EUの 資金援助(利 子補 給、債務保証)

が検討 されて いる。

(イ)RACE計 画

統合広帯域通信網 をEU全 域に構築 す ること及び統一規格 に基づ く電

気通信設備 及びサー ビス市場 を構築す ることに よ り、EU市 場統合の促

進 を図 ることを目的にRACE計 画が行 われ、EU加 盟 国等か ら350の 機

関が研 究に参加 している。

最初 の計画で、基盤技術の コンセプ トの明確化、仕様 の共通化 を行 う
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RACE-1計 画 は1987年 に開始 され、現在 はRACE-2計 画が実行

に移 され てお り、遠隔美術 館 システム、マルチ メデ ィア多元システム等

95の プ ロジェク トが実施 されてお り、統合広帯域通信、イ ンテ リジェン

トネ ットワー ク等 の研究 を行 っている。

⑧ アジア

アジア地域 では、 多 くの国々が情報通信 基盤 をは じめ とす る社会基盤

の整備 を推進 し、急速 な経済発展 が進展 してい る。

中でも、シンガポールは、ア ジア・太平洋地域 の総合 ビジネスセンター

に発展 させ るため、一環 して情報通信基盤の整備 を重要視 して きてお り、

1992年 に新 しい国家情報 インフラを構築す るための ビジョンであるIT

2000構 想 を策定 した。

IT2000構 想 は、①世界的ハブへ の発展、②経済の推進力の加速、

③個人の潜在力の高度化、④ 内外 の コミュニティー間交流、⑤生活の質

の向上 を図るために、情報技術(IT:InformationTechnology)を 活

用 した新 しい国家情報 インフラ(NII)を 構築 しようとす るものであ

る。

構想では、NIIの 構築 によ り、広帯域 コ ミュニケーシ ョン・レジャー

情報予約 システム ・マルチ メデ ィア学習 ・地域 のテ レコン ピュー ティン

グ ・テレシ ョッピング等の情報通信が可能 とな り、 シンガポールの拠点

化、経済エ ンジンの加 速化、個 々人の可能性の拡大、コ ミュニティーの国

内外への リンク、生活の資の向上が図 られ るとされている。

今後数年間は、現有の電気通信 インフラとITを 活用 したアプ リケー

ションに焦点を絞 り、 その後、先端技術 のアプ リケーシ ョンや 高速ネ ッ

トワー クの実験 を行 ってい く予定 であ る。
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第3節 情報通信のマルチメデ ィア化の進展のために

21世 紀に向けた情報通信 のマルチ メディア化 の推進 を図 るため、情報

通信基盤の整備、技術開発 の推進、 ニー ズを踏 まえたアプ リケー ション

の開発、環境 の整備等各課題 の実現 にむけて行政 の果 たす役割 は大 きい。

この ような認識の下、郵政省 では6年2月 にマルチ メデ ィアの発展に

向けて、「マルチメデ ィア振興施策 の推進 につ いて」を発表す る とともに、

マルチ メデ ィア社会の実現 に向けた振興施策 を総合 的に推 進す るこ とと

してい るな ど、マルチ メデ ィア政策 に積極 的に取 り組んでい る。

具体 的には、

① 文字 ・図形 ・音声 ・デー タ ・映像等の大量のデ ジタル情報 を瞬時

にや りとりす ることが で きる高速、大容 量の情報通信 基盤 の整備

② よ り高画質の映像情報等 の伝送 を可能 とす るデ ジタル技術、だれ

もが容易 にマルチ メデ ィアによるサー ビス を利用 で きるようにする

ための ヒューマ ンインター フェイス技術 等技術 開発の一層の促進

③ 通信 ・放送統合サー ビス等新 たなサー ビス等の開発 の推進

④ 社会経済の各分 野での情報通信のマルチ メデ ィア化 を促進す るた

めの制度の整備 等

等に向けて積極 的に取 り組んで いる ところであ り、 このよ うな施策等

について概観す る。

1情 報通信基盤整備 に向けた取組

21世 紀前半 には、高精細 映像や仮想現実感の双方向通信 が可能 となり、

多様 なマルチ メデ ィア ・アプ リケー シ ョンが家庭や オフ ィスで利用 され

るようになると期待 されているが、その実現 のため には、 多チャンネル
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の高精細映像や仮想現実感 などの大量のデ ジタルデー タを高速に伝送 で

きる新世代の情報通信基盤の整備 とその整備 に向けた実用実験が必要 で

ある。

この ような観点か ら、郵政省では6年1月 「情報通信産業 の新たな創

造にむけて」 を発表 し、情報通信 基盤の整備 にむけ たビジョンを示す と

ともに、情報通信 基盤整備プ ログラム(仮 称)の 策定、施 設整備事業、

実用実験等情報通信 基盤整備に向けた施策 を積極的 に推進 して いる。

(1)21世 紀 に向 けた新たな情報通信基盤整備 プ ログラム(仮 称)の 策定

今後の我が国の抱え る諸課題 を解決 してい くため には、高度 な情報通

信基盤の整備が不可欠である。 しか しなが ら、情報通信基盤の高度化に

ついては、長期の期 間 と膨大 な資金が必要 であ る一方、 日本 の総人口は

2010年 頃 ピー クにな るな ど、高齢化 の急速 な進展が予測 されてい る。以

上のことか ら、情報通信 基盤 の整備 を、官民の適切 な役割分担に より全

国的に均衡 の とれた形で、先進諸外国の積極 的な動 きに協調 し、早急 に

行 ってい くこ とが必要である。

そこで、郵政省 は、21世 紀 に向けた新 たな情報通信基盤 の整備 プログ

ラムの策定等のため、5年3月 に電気通信審議会 に 「21世紀 に向けた新

たな情報通信基盤の整備 の在 り方につ いて」諮問を行 った。6年3月 現

在、6年5月 に予定 されている答 申に向け て、電気通信 審議会において

精力的に審議が行われている。

② 新世代通信網整備 の推進

ア 電気通信基盤充実臨時措置法によ る支援措置

新世代通信網の全国的な整備 には、21世 紀に向けて長期かつ多額の設

備投資 を必要 とす ることか ら、郵政省 では、新世代通信網 の整備 を全 国

的に推進 す るため、国に よる支援 として、3年 か ら 「電気通信基盤充実

臨時措置法」 に基づ き、光 ファイバ ・同期デ ジタル伝送装 置を用いた新
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しい通信網 の整備 を図 る高度通信施 設整備事業 を推進 して い る。 同法の

認定 を受 け るこ とによ り、特別償却、低 利融資、地方税 の軽減措置等各

種の支援 を受 け るこ とが可能 となるもので、認定事業者 に対 す る支援を

通 じて、新世代通信網の構築が一 層推進 され ることが期待 され る。

この うち特別償却 につ いては、6年 度税制改正 にお いて、 中継系の光

ファイバが特別償却 の対象 として追加 され、光 フ ァイバ網整備 に弾みが

つ くことが期待 され る。

イ 超高速通信 ネッ トワークの実用化 の推進

(ア)超 高速通信 ネッ トワー ク実験

マルチ メデ ィア化 の進展 に向けて、大 量のデー タや画像 情報 の伝達 な

どに対す るニーズが 高まってお り、情報 通信 の高速化 のため の技術開発

は次世代の経済力強化の ための手段 として、国 を挙 げて取 り組 む課題 と

なってい る。

米国では、HPCCプ ログラムの中でNREN計 画 として超高速通信

ネ ッ トワー ク技術 の研究開発が行 われてお り、EUに おいて も同様の計

画 が予定 されてい る。

我が国 において も、将来期待 されてい る超高速通信 ネ ッ トワー クの実

現 に向け て、5年 度 第三次補正予算で超 高速通信 ネ ッ トワー ク実験施設

の構築が認め られてお り、6年 度 よ り、郵政省通信総合研 究所 と他の研

究所 の間 を超高速回線で接続す る実験施設 を構 築 し、超高速通信 におけ

るネ ッ トワー ク運用 ・利用技術 の研究開発等 を行 う予定であ る(第3-3

-1図 参照) 。

(イ)超 高速ネ ッ トワーク ・コン ピュータ統合化技 術の研 究開発

通信 ネ ッ トワー ク及びスーパー コン ピュー タ等の情報処理 装置はそれ

ぞれ高速化 ・広域化 ・分 散化が進 んでお り、 これ らを有機的 に連携 する

ことに よ り、遠隔 リアル タイム ビジュアライゼー シ ョン等従来 は不 可能



第3-3-1図 「超高速通信ネ ットワーク」の構成図
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だ った大量のデー タや画像 等のマルチメディア情報 を扱 う様々 なアプ リ

ケー ションの提供が可能 となる。

米国において も、超高速通信 ネ ッ トワー ク技術 の研究 開発 が行 われて

お り、我が国で も21世 紀に はエ ン ドユー ザ問でギガビ ッ トレベ ルの通信

速度が要 求 され る。

このため、6年3月 に、基盤技術研究促進 センター と民間企業の出資

によ り、「㈱超 高速ネ ッ トワー ク・コン ピュー タ技術研究所」が設立 され、

約5年 間の計画 で超 高速(ギ ガ ビッ トレベ ル)の ネ ッ トワー ク ・コン

ピュー タ統合化技術 に関す る研究 開発 を行 うこ ととしている。

研究成果は、科 学技術 ・研究分野、企業等 におけ る生産活動分野、パー

ソナルユー ス を主体 としたマルチ メディア分野 な ど多 くの分野 での活用

が期待 され る。

ウ 広帯域 デジタル無線通信 システムの実用化の推進

いつで も、 どこにお いて もマルチ メディアの利用が可能 な環境の実現

の ためには、光 ファイバ等の高速 ・大容量 の固定通信網整 備 とともに、

これ と整合性 のあ る広帯域デ ジタル無線通信 システムの開発が不可欠で

ある。

そこで、郵政省 では、5年 度第三次補正予算 に よ り、通信 ・放送機構

に出資 を行 い、通信 ・放送機構 では広帯域 デジ タル無線通信 システムの

研究開発 を6年 度か ら3年 程度行 うこととしてい る。

この研究開発 では、画像 や高速デー タ等の大容量情報 を伝送 できる広

帯域デ ジタル移動通信 システム と新世代通信網 におけ る家庭、 オフィス

等 のユーザ と最寄 りの基地局及 び中継局 とを大容 量回線 で接続 で きるデ

ジタル無線ア クセスシステムの研究開発 を行 ってい る。

工 大容量衛星通信の実用化の推進

立体映像通信 ・バー チャル リア リテ ィ通信 ・高品質HDTV等 マルチ
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メディアに対す るニーズに対応す るため、地上系通信 においては、大容

量通信網が進展 してい くと考 え られ るが、このような各地 に点在す る大

容量通信網 を接続す るためには、 多数の地点 に回線 を効率 よ く提供で き

る大容量衛星 回線が適 してい る。

このよ うな観点か ら郵 政省通信総合研 究所 では、5年 度第二次補正予

算により、マルチメデ ィア ・パイロッ トモデル事業(新 世代通信網パ イ

ロッ トモデル事業)と 連携 して6年 夏 に打 ち上げ られ る予 定のETS

-VI(技 術試験衛 星VI型)に 搭載 された帯域幅240MHz広 帯域 中継器 を

用いて、同研 究所鹿 島宇宙通信 セ ンター と関西文化学術研究都 市を結び、

地上系大容量通信網 とETS-VIの 大容 量衛星 回線 を接続す ることに よ

り、高品質HDTV放 送の地上通信網への伝送実験 を行 うこととしてい

る。

オ 広帯域イ ンタラクテ ィブケーブルテ レビの実用化の推進

フルサー ビス等ケーブル テレビのアプ リケー シ ョンの実現に必要 な双

方向機能の開発のためには、光 ケー ブルテ レビ技術、デジタル伝送技術、

画像圧縮技術、ケー ブルテレビ網電話、双方 向ケーブルテレビ技術等の

研究開発が必要であ る。

そこで郵政省通信総合研究所では、5年 度第二次補正予算に より1G

Hz帯 の光 ・同軸ハ イブ リッ ド方式の大規模 ケーブルテ レビ施設を整備

し、6年 度にお いては、 ケーブルテレビの大規模化、超広帯域化へ必要

なガイ ドライン作 りを行 うための光 ・同軸ハ イブ リッ ドケーブルテレビ

モデル システムの実証実験、 ビデオ ・オン ・デマン ド、デジタル電話、

ケーブルテレビ網電話、 ゲーム伝 送等 ケーブルテレビ施 設の 多目的 ・多

機能化の実証実験等 を行 うこととしている。

また、ケー ブル テレビ網 を利用 して様々 な情報の伝達 を行 うための技

術開発 を行 って きた㈱CATV高 度利用研究所 は、 ケー ブルテレビ網 に
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よる双方 向デ ジタル伝送技術 の実証的検 討に資す るため、5年12月 か ら

約2年 間 の計画で、長野 県諏訪市にあ るケーブルテ レビ事業 者の伝送路

の一部 を使用 して、 デジタル電話等の通信 の共 同実験 を行 っている。

(3)地 域 ・生活情報通信基盤高度化事業

マルチ メデ ィア化の進展に向けた情報通信基盤 の整備 にあたっては、

全 国的に均衡 の とれ た整備 が必要 であ る。

郵政省 では、 この よ うな観点 か ら、新 たな公共投資 による情報通信基

盤の整備 の施策 として、地 方情報化拠点 のネ ッ トワー ク化 、地方情報通

信 インフラ整備 の促 進に より首都 圏への一極集 中を是正 す る 「地域 ・生

活情報通信 基盤高 度化事業」 を6年 度か ら実施 し、情 報還 流促 進 セン

ター ・自治体ネ ッ トワー ク ・テレワー クセ ンター ・新世代地 域ケーブル

テレビの情報通信基盤施 設を整備す ること としてい る(第3-3-2図

第3-3-2図 地 域 ・生活情報通信基盤高度化事業の概念図
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参照)。

ア 情報還流促進センター

情報還流促進セ ンター は、全 国の地 方公共団体 か ら提供 され るマルチ

メディア化 された(観 光や イベ ン ト)情報に、全国 どこか らでもアクセス

できる環境 を実現 し、また、経済、文化、教育 など各分野 の専門的なデー

タベースへのゲー トウェイ機能 を提供 す るもの であ る。

イ 自治体 ネ ッ トワーク

公共施設等に対 して文化、教 育、医療、行政情報等、生活に密着 した

マルチ メディア情報 の提供 を行 う高度行政サー ビス情報 ネッ トワー クで

あって、中核 とな る地域情報セ ンター の整備 を行 うことによって、行政

サー ビスの一層の高度化 を図 るとともに、情報通信サー ビスの新 たな需

要 の喚起や地域 経済の活性化 に も貢献す るこ とを 目的 とした ものであ

る。

ウ テ レワークセ ンター

一般市民や小規模事業者が装備 す るこ とが難 しい高度 な通信施設 と共

同利用、団体利 用が可能 なワー クスペース等 を備 えたテ レワー クセ ン

ター を地方に設立す ることによ り、就労環境に関す る都 市 と地方の格差

是正の一環 とす る とともに、環境負荷 の少 ないライフスタイルの変化 を

求め るものであ る。

工 新世代地域ケーブルテ レビ

民間活力によって はケー ブルテレビの事業化が困難iな地域 において、

ケーブル テレビ を整備す ることによ り、緊急情報、福祉情報、文化 ・教

養情報等地域 の住民生活に必要 な映像 情報 を提供す るもので、将来的に

はビデオ ・オン ・デマ ン ド等の高度 な双方 向サー ビスの提供 を可能 とす

るものである。
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2技 術開発の推進

近年 のデ ジタル技術 をは じめ とす る情 報通信 技術 の著 しい進 展 にょ

り、マルチ メデ ィア化が進展 している ところであ るが、21世 紀に向けた

その一層の進展 のためには、今 後 もデ ジタル技術、 ヒュー マ ンインター

フェイス技術 等マルチメデ ィアの基盤技術 の研 究開発や マルチ メデ ィァ

の円滑 な普及 を図 るため の標準化 を推進 してい く必要 があ る。

郵政省 では、電気通信技術審議会にマ ルチ メディア情報通信技術の展

望 について諮問 を行 うとともに、デ ジタル映像技術、音声翻 訳技術等マ

ルチメデ ィアの基盤技術の研 究開発の産 ・学 ・官の連携 に よる推進、国

際標準化機 関での国際標準化作業や 国内標準の策定 に積極的 に取 り組ん

でいる。

(1)マ ルチメデ ィア情報通信技術 の展望

将来においては、マルチ メデ ィア情報通信技術の進展並 びに メデ ィア

の 多様 化に伴 い、情報通信 ネ ッ トワー クを通 じて、いつ で も、どこで も、

音声 ・映像 ・デー タ等の様 々な メディア を複合的 ・一体 的に利用するこ

とが可能 となる と考 えられてい る。 そこで、マルチ メデ ィア情報通信技

術の現状 と動 向、標準化 の現状 と動 向、マルチ メデ ィア情報通信 の発展

の展望 等 を明らか にす ることが、今後の情報通信政策 を行 う上 で必要で

ある。

このため、電気通信技術審議会 では、5年3月 「将来のマルチ メディ

ア情報通信技術の展望 」についての諮問 を受け、我が国の将来のマルチ

メデ ィア情報通信技術 の展望 につ いて現在精力的に審議 を行 っていると

ころであ る。

② デジタル技術

文字 ・図形 ・音声 ・デー タ ・映像等表現 メデ ィアの統合 的な処理 ・蓄

積 ・伝送、映像 情報の容易 で効率 的な伝送 ・蓄積等のためには、各 メディ



=ミ

;λ

1ト

図
り

1
ね

l
n

第3節 情報通信のマルチメディア化の進展のために 一357一

卜桜

叫漕

⊥
丁

↑

↑

↑

↑

圖

㍊F
忠ζ融

璽'＼

↑

↑

↑

↑

↑

↑

○

○

艦 ～卜卜 ← 旺i

帆 〉 へ

ヨ
ミ
へ

lx
lト

G
ん

ト

翫意

ロト

胆
ぐ
似

へ

rト

ユb

些

ミ

鰍

へ

1ト

コト

蝉

ミ

臥

7,＼

ガト

↑

↑

↑

ユh

脛
ミ
鰍

努
1ト

一一]
↑

馨霜
ト

↑ 卜'

ε蟹

'

〈 ＼

＼1・ 、

,「 カ
,■ 〆

ム

ト＼

＼

",

llllI

;ll■

脚

il1
:lII

,づタ→ 蹉

、

「

「

「

「



一358一 第3章 マルチメディアが拓く情報通信の新たな世界

アのデ ジタル化 ・伝送路のデ ジタル化 が必要であ り、デ ジタル技術開発

の一層の推進 が不可欠 である。

ア デジ タル映像技術開発の推進

郵政省では、通信 ・放送 ・パ ッケー ジ ・映 画 ・印刷 等の各種映像 メディ

アに共通 して適用 されるデ ジタル映像 技術の体 系化 ・規格 の統合化 の必

要、超高精細 デ ジタル映像 システム(UDTV)の 開発 の提 言 を内容 と

する5年1月 の電気通信技術審議会の答 申 「21世紀 を展望 したデジタル

映像技術の在 り方 につ いて」 を受けて、今後 のマルチ メディア化 の時代

に対応 して、通信 ・放送 ・蓄積 ・印刷 ・医療 ・映画等の様 々な闘 象メディ

アに共通 して適用 で きるデジタル映像 技術の開発 を推進 してい る(第3

-3-3図 参 照)。

(ア)デ ジ タル映像技術開発 に向 けた情報交流

5年2月 、将来のマ ルチ メディア化の時代 を踏 まえたデ ジタル映像技

術開発 に向け、通信事業者 ・放送事業者 ・利用者 ・製造業 者等幅広 い映

像 メディアの関係 者間の情報交流 の促 進 を図 るため、「高度映像技術開発

推進会議(AIM)」 が設立 され た。

AIMに お いては、① 映像技術 に関す る現状把握 ・技術開発課題 ・開

発 目標 ・開発の シナ リオ等 につ いての調査研究、② 映像 関連 メデ ィアの

提供者 と利用者の情報交 流 ・普及啓蒙の場 として懇談会及び シンポジウ

ムの開催、③高度デ ジタル映像技術の普及促進の ための 内外の関係機関

との連携、調整活動 を行 ってお り、郵政省 も会員 として活動 に参加 して

い る。

この うち、① の調査研 究活動 は、開発部会及 び特定分野 を研究す る分

科会 を設置 して活動 してお り、5年 度 の活動 として、 開発部会全体 とし

ては 「ノンインター レー ス ・スクエア ピクセルへ の移行 の課題」等の論

文、「映像 技術 の高度化の 目標」をと りまとめ るとともに、分科会 におい
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ては、アー キテ クチャ、画質評価 、アプ リケー ションの観点か ら調査研

究を進めてきてい る。

(イ)MPEG-2確 認実験 の実施

マルチ メディアの発 展に 向けた映像 のデ ジタル化 を図 るにあたって

は、通信 ・放送 ・蓄積 メデ ィアにおける統一的なデ ジタル圧縮技術 が必

要不可欠であ ることか ら、現在 国際電気通信連合 は国際標準化機構 と共

同で、MPEG-2と い うデ ジタル符号化技術 の国際標準化 を進めてい

るところであ り、技術的仕様はほぼ固ま り、来年初め頃には正式に標準

化され る予定であ る(第3-3-4表 参照)。

MPEGで は、MPEG-2が 国際標準化 されるにあたって、圧縮率

と画質の関係等最低 限確認 しておかなけ ればな らない項 目を、標準化に

参加 している各国の メンバーのボ ランタ リに よ り確認実験 を行 うこ とと

している。我が国においては、郵政省、 日本 ビクター、 日本 テレビ、N

HKが 共同で6年1月 より確認実1験を行 ってい る。

また、今後、MPEG-2を 利用 した具体 的なデ ジタル映像 システム

第3-3-4表MPEG各 方 式の概要

方 式 対 象 標 準 化 状 況

MPEG-1 現 行 テ レビの 映像 を家 庭用VTRの 品 質 でC

D-ROM等 へ 蓄積 す るた め、1.5Mb/s以 下 に

圧 縮 す る技術 。

標 準 化 済(1993年8月)。

CDカ ラオケ 、CDビ デ

オ と して製 品化 済 。

MPEG-2 現行 テ レ ビ、HDTVの 映 像 を放 送 用 品質 で 、

通 信 、放 送 、蓄積 等 で利 用す るため の 圧縮 技 術。

現 行 テ レビ:20Mb/s以 下

HDTV:100Mb/s以 下冒

技術的 な仕様はほぼ確

定。ITU、ISOに おける

郵便投票を経て本年末頃

国際標準化予定

MPEG-4 移動通信、既存電話回線での利用を考慮して、

64Mb/s以 下の超低ビットレー トに圧縮する技

術

今後審議予定

(参考)当 初 はMPEG-2は 現行 テ レ ビ レベ ル 、MPEG-3をHDTVレ ベ ル と し

て活 動 して い たが 、MPEG-2が 両方 を対 象 とす る こ と とな ったの で、MPE

G-3が な くな った。
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の構築 に向け て、 さらに各種実験 を進め てい く必要が あるが、高度映像

技術 開発推進会議(AIM)で は、上記のMPEG-2確 認実験 を補完

す る形 で、確 認実験 では考慮 されてい ない画像(シ ー ンチェ ンジ、フェー

ドイン ・フェー ドア ウ トを伴 う画像等)をMPEG-2で 処理 した場合

の画質評価等 を㈱横 浜画像通信 テ クノステー シ ョンにお いて行 う予定で

あ る。

(ウ)映 像メデ ィア統合伝送処理 システムの試験研 究

5年3月 に設立 された 「㈱ グラフィック ・コミュニ ケー シ ョン ・ラボ

ラ トリー ズ」では、基盤技術研 究促進 セ ンター の出資 を受 け、映像 メディ

ア統合伝送処理 システムの試験研究 を行 っている。

本研究 では、高解像度 映像1青報 の通信 ・放送 ・蓄積 等 メデ ィア間映像

通信 を実現す ることを目標 に して、映像 情報の メデ ィア間変換方式、高

解像度HDTV品 質符号化 方式 を確立す る とともに、映像 メデ ィア統合

伝送処理 システム技術 につ いて試設計 ・試作 ・評価実 験 を通 して技術的

可 能性 を実証す ることとしている。

(エ)超 高精細映像 のB-lSDN伝 送実験

今後、超高精細映像 をB-ISDNで 伝送す るこ とによ り、遠 隔医療・

電子美術館 ・電子図書館 ・電子博物館等 といった分 野 でよ り高度なサー

ビス を提供 で きる可能性 があ る。 このため には、電気通信技術審議会の

答 申で研究開発推進方策 の1つ として挙げ られ ているよ うに、超高精細

映像 のB-ISDN伝 送実験が必要 となる。

そ こで、郵政省では5年 度 第三 次補正予算に よ り通信 ・放 送機構 に出

資 を行 い、通信 ・放送機構 では、超高精細映像 のB-ISDN伝 送実験

を行 う上 で必要 な設備 を整備 し、各種 のアプ リケー シ ョンを考慮 して実

際にフ ィー ル ド・トライアル を行 うこととしている。
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(オ)国 際標準化活動 への寄与

郵政省 は、5年3月 にITU無 線通信部 門の放送 と非放送応用の ため

のTV規 格の調和 を研究す るタス クグループに上記電気通信技術審議会

の答申の概要 を提 出 した。同 タス クグループにお いては、HDTV以 上

の精細度 を有す る 「超高精細映像」 を新研究課題案 として提案す るこ と

とな り、5年11月 の無線通信総会 で正式に承認 された。今後、各種 の調

査研究、実験結果の反映等我が国か らの積極的な寄与が期待 され る。

イ 放送のデ ジタル化の推進

最近 のデ ジ タル技術 の進 歩 は 目覚 ま し く、通信分 野 をは じめ コン

ピュータ、蓄積系 メデ ィア等でその効 用が十分発揮 されて きている。放

送分野において も、番組制作や番組素 材伝送 の一部 にお いてデジタル技

術が用い られ、放送局内での番組 の編集 ・加工等の容易性や番組素材伝

送におけ る伝送品質 の向上 などにその効 用 を発揮 している。今後、マル

チメデ ィア環境に対応す るためには、デ ジタル放送 システムの実現が必

要 である。

このような問題 意識の下、郵政 省において5年5月 か ら 「放送 のデ ジ

タル化に関す る研究会」 を開催 している。研究会 では、放送 に対す る高

度化、多様化す るニー ズへの柔軟 な対応、受信機 の高性能化、多目的化、

移動体受信 の容易性、適切 なサー ビス品質の確保、電波資源 の高度利用

等の社会的要 請に応 え、放送 のインテ リジェン ト化(高 機 能化、 多チャ

ンネル化、双方 向化)を 図 るため には、長期的視 野に立 って、地上放送、

衛星放送、ケー ブルテレビは もちろんのこ と、通信等他の メディア も総

合的に とらえて放送 のデ ジタル化 を推進す る必要がある としている。 こ

の場合 の基本 的 な考 え として は、① 将来へ の発展 が可能 でかつ他 の メ

デ ィア との整合1生のある放送方式 を採用す るこ と、②放送サー ビスの円

滑な発展 によ り放送 の活性化 を図 る制度の創 設 を図 ること、③視聴者利
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益 を増進す るこ と、④電波資源 の高度利用 を図 ることが示 されている。

このよ うな基本的考 え方 に沿 って、放 送のデ ジタル化 にあた り望 ましい

基本的枠組みが検討 されてお り、①ISDB方 式の採用 、②適切 な周波

数 帯域幅 の設定 、③地 上波放 送 の変調 方式 としてのOFDM方 式の開

発 ・実用化 の推進、④圧縮 方式 としてのMPEG-2方 式 の実用化の推

進、⑤ 必要 なビ ッ トレー トを確保 で きる周波数帯域幅 を単位 とした免許

の導入、⑥委託放送事業者 の一般 的導入が提案 されて いる。

⑧ ヒューマ ンインターフ ェイス技術

いつで も、 どこで も、文字 ・図形 ・音声 ・デー タ ・動 画等の様 々な表

現 メディアを複合 的に、一体的 に利用す ることがで きるマルチ メディア

環境 の実現の ためには、 だれ もがマルチ メディア を容易 に利用 で きるた

めの ヒューマ ンインター フェイス技術 の開発 が不可欠 である。

ア 高度 音声翻訳通信 技術の基礎研 究

経済活動 の国際化や通信 のボー ダ レス化 に伴 い、異 なる言語 を用 いる

音声翻訳通信技術の基礎研究

(エイ ・テイ・アール音声翻訳通信研究所)
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人と人 との間の 自由な コミュニケーシ ョンが ますます重要 になって きて

おり、いっそうのボー ダレス化 の進む21世 紀におけ るマルチメデ ィア環

境の実現のためには、音声翻 訳通信 システムの実現が必要 である。

「㈱ エイ ・テイ ・アール音声翻訳通信研究所」は、基 盤技術研究促進

センターの 出資 を受 け、4年 度か ら異 なる言語 を用いる人 と人 との自然

な会話によるコ ミュニケー ションを実現す るために、抑揚のあ る自然 な

会話を誰の声で も認識 し、話の流れを理解 し、言葉が省略 された り慣用

的な表現のあ る会話 を翻訳す る技術 を開発 し、誰で も容易に使用 できる

即時性 のある音声翻訳通信 技術 の基礎 的な研究 を行 っている。

イ 臨場感通信技術の基礎研 究

高度情報社会 の進展に よ り、電気通信 は単 に距離 を隔 てた地点間を リ

アルタイムに経済的に接 続す るというものか ら、 さらに高度 な要求 を満

たす ことがで きる安全で使 いやす いシステムの実現が望 まれる。

「㈱エ イ ・テイ ・アール通信 システム研究所」 では、基盤技術研究促

'～癩
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し
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¶
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臨場感通信技術の基礎研究

(エ イ ・テイ ・アール通信 システム研究所)
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進セ ンターの出資を受け、昭和61年 度か ら人間主体 の知的通信 システム

として、参加 者がそれ ぞれの場にいなが らに して一堂 に会 した感覚 で面

談会議 を行 うこ とが で き、高度の ヒュー マ ンイ ンター フェイス機能が会

議 を支援する 「臨場感通信会 議」の実現 を 目指 して、3次 元画像 の入力 ・

認識理解 ・表示等の基礎研 究 を行 っている。

ウ メデ ィァ変換技術の研 究開発

郵政省 では、マルチ メデ ィア化 等21世 紀 におけ る多様 なニー ズに対応

し得 る高度 な情報通信サー ビス を実現す るため、従来の電気通信分野に

とらわれない基礎的 ・先端 的研究 開発 である 「電気通信 フロンティア研

究開発 」 を、郵政省通信総合研究所 を核 とした産 ・学 ・官の連携に より、

昭和63年 度か ら実施 してい るところであるが、研究開発課題の1つ とし

て、ネ ッ トワー ク ・ヒュー マンインター フェイスの研 究開発 を行 ってい

る。

元年度か ら行 ってい る 「マ ルチ メデ ィアの統合処理 と、その次世代通

信 への応用に関す る研 究」 では、音声 ・画像 ・言語の統合機 能の実現 と、

その通信 系にお け るマ ンマ シ ンイン ターフェイ スへ の応用 を 目的 とし

て、① マルチ メデ ィアオーサ リング機能、 日英 ・英 日翻 訳機 能 を備 えた、

実験用マルチ メデ ィアプラ ッ トフォーム を構 築 し、マルチ メデ ィアを利

用 した知的情報端末 の有用性 の提示、② 自然言語か らの画像合成 方式に

関す る基本検討、並 びに言語画像統合 化辞書の構 造検討 に よる通信系マ

ンマシンインターフェイスにおけ る言語画像 変換の実 現可能性 の提示、

③通信系へのマルチ メディア機能 の導入 ・実 証等の研 究 を行 っている。

工 高度映像通信 利用技術の研 究開発

マルチメデ ィア化 の進展 に向け て特に映像 系の情報通信 システムの研

究開発 の推進が期待 されてい るが、映像 晴報 を容易に、かっ使 いやす く

利用す るため には、遠 隔検 索 ・メデ ィア変換等共通 の基 盤技術 の開発が
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必要である。

そこで、郵政省では5年 度 第三次補正予算 によ り通信 ・放送機構に出

資を行 い、通信 一放 送機構 では、遠隔検 索 ・メデ ィア変換技術 等映像 系

の情報通信 システムの研 究開発 を行 ううえで必要な設備 を整備 し、情報

構造化技術 ・メデ ィア変換 技術 ・遠隔検 索技術等映像系の情報通信 シス

テムに共通の基盤技術 の研究開発 を行 うこ ととしている。

④ 標準化の推進

マルチ メディア化は、情報通信 をは じめ、 コンピュー タ ・映画 ・印刷

等様々な分野 にまたが るものであるため、21世 紀に向けた普及のため に

は相互接続性 を図 るための標準化が不 可欠である。

情報通信分野におけ るマルチメデ ィアに関す る国際標 準化 は、主 とし

て国際電気通信連合(ITU)の 電気通信標準化部 門及び無線通信部門

で行われてお り、特 にこの分野は、既存 の複数の研究委 員会 にまたが っ

ての検討 を要す るため、合 同調整 グループ(JCG)を 設置 して効率的

な標準化に努めてい る。

郵政省で も、電気通信技術審議会 の下 に設置され たマルチメデ ィア分

科会等新分野 に対応 し得 る分科会での審議等 を通 じて、 関係機 関の意見

をとりまとめ、ITUで の国際標準制定作業に寄与 している とともに、

国内標準につ いて も電気通信技術審議会の答 申に基づ く各種規格や推奨

通信方式の作成 を行 って いる ところである。

3通 信 ・放送統合サー ビス等新た なサー ビス等の開発の推進

マルチメデ ィア化が進展 し、社会に受 入れ られてい くためには、 イン

フラや技術 といったハー ド面が整備 され るだけ でな く、 それを利用 して

提供 され るサー ビス等が多様かつ社会のニー ズに合 ったものでなければ

ならない。以下 では、 これに関す る郵政省 の取組につ いて概観す る。
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(1)マ ルチ メデ ィア ・パ イ ロッ トモデル事業(新 世代通信網 パイ ロッ ト

モデル事業)

「マルチメデ ィア ・パイロ ッ トモデル事業(新 世代 通信 網パ イロット

モデル事業)」 は、助新世代通信網利用高度化協会が通信 ・放送事業者、

家庭電気製 品製造業者、総合 商社 等の参加 を得 て、6年7月 か ら3年 間、

関西文化 学術研究都 市に おいて実施 す る もので、実際 にマ ルチ メディ

ア ・パイロ ッ トモデル(新 世代通信網パ イロッ トモデル)を 整備 し、通

信 と放送 の統合 を指 向 した試行 サー ビス実 験 をす るこ とに よ り、利用

面 ・制度面 ・コス ト面 ・技術面等 の課題の検 討 を行 い、 フ ァイバー ・ツー・

ザ ・ホー ムの21世 紀 に向けての展望 を開 くことを目的 としてい る。

郵政省 では、20億 円の補助金 を同協会 に交付 す るとともに、事業の円

滑な推進 を図 るため、省 内に 「新世代通信網パ イロッ トモデル事業推進

第3-3-5図 パ イロッ トモデル実験システム構成
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本部」を設置す るな ど積極 的に取 り組んでいる ところであ る。

同事業 では、実験セ ンター と300の 加 入者 を光 ファイバー で結び、ケー

ブルテレビ番組やハ イ ビジ ョン等の映像サー ビス、 ビデオ ・オン ・デマ

ン ドサー ビス、テ レビ電話、 テレビ会議サー ビスの基本 サー ビス及び実

験に参加す る民間事業者に よるカラオケの配信や テレビショッピングな

どの様々なサー ビス を提供す る とともに、FM多 重波の通信サー ビスへ

の活用 として、FM多 重波 を利用 したペー ジン グサー ビスの実験 を行 う

こととしている(第3-3-5図 参照)。

② 新世代通信 網実用実験 プロジ ェク ト

21世 紀に向け たマルチメディア化 の一層の進展 のためには、高速 ・大

容量の新世代 通信網 の整備 とともに、新世代 通信網 を利用 したアプ リ

ケーションの開発等実用実験の推進 が必要 であ り、諸外 国においては、

新世代通信網の重要性 に鑑み、ア メ リカ合 衆国のHPCC、EUの 汎欧

州ATMパ イロッ ト網、 ドイツのBERKOM等 すでに様々な実用実験

の取組が積極的に なされているところである。

我が国では、㈲新世代通信網利 用高度化協会の作成 した広帯域ISD

Nの 実用実験マ スター プランに基づ き、関西文化学術研究都市において

新世代通信網実用実験協議会が6年 夏か ら2年 間の予定 で、第一期の普

及啓発段 階の実験プ ロジェ ク トを実施す ることとしてい る。

本プロ ジェク トでは、実験の中心 とな る関西文化 学術研究都 市のけい

はんなプラザ と、京都 ・大阪 ・奈 良の各施設を広帯域ISDN網 等 で結

び、大画面ハ イビジョン映像 を用 いた多地点 間イベ ン ト中継等14テ ーマ

の実験 を行 うこ ととしている(第3-3-6表 参照)。

具体的 には、例 えば、「電子 カタログを用いたマルチ メデ ィア通信販売

の研 究」 は、プ ラザ と通信販売代理店等 を広帯域ISDN回 線で結び、

利用者が通信販売代理店等の端末 を通 じて、プラザ内の高精細画像デー
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第3-3-6表 新世代通信網実験協議会(BBCC)に おける
検討プロジェク トの概要

プロジェクトの分類 プ ロ ジ ェ ク ト名 プ ロ ジ ェ ク トの 概 要

リアルタイム映像

伝送型

①大画面ハイビジョン映像を
用いた多地点間イベント中

継の研究

大 画 面ハ イ ビ ジ ョ ン劇 象を用 いて、 ラ

イブ 、 ス ポー ツ 等 の生 中継 を行 う。

②環境映像の研究 名所 ・旧跡、水族館等に設置した高精

細カメラからの映像を3面 マルチ画面
に伝送し、遠隔擬似体験実験を実施

デー タベ ー ス型 ①マルチメディア情報サービ

ス

マルチメディア端末によりけいはんな

情報等を提供

②電子図書館の研究 図書、資料 をデータベース化 し、あい

まい検索、ブラウジング機能を活用し

た電子図書館システムを実験

③電子カタログを用いたマル

チメディア通信販売の研究

商品を電子カタログ化 し、 リアルタイ

ム ・フリーアクセスが可能な通信販売

の在 り方を検討

④市民ギャラリーの研究 市民の絵画等をデータベース化 した上

で公共の場所等に設置したハイビジョ
ン端末に高精細伝送する。

⑤電子魚図鑑の研究 海に棲息する生物を映像で見ながら指

で触れると、その名前や生態等を画像、

音声、文字のマルチメディアで解説す
るシステムを実験。

双方向情報交換型

〔インタラクティ

ブ型〕

①マルチメディア在席多元会

議の研究

マルチメディア端末を用いて多地点で

会議や企画研究の共同作業を行う。

②対話型 コンピュータグラ

フィックスによる住宅設計

の研究

住 宅 の設 計 等 に つ い て対 話 形式 で3次

元 コン ピュ ー タ グ ラ フ ィ ッ クスに よ リ

シ ミュ レー シ ョン しなが ら遠 隔 コンサ

ル、 設 計 を行 う。

③ リモー ト&ハ イタッチな教

育システムの研究

講師、受講者がマルチメディア端末を

用いて双方向で教育を行う。

④大型ハイビジョン映像によ

る多地点間シンポジウム、

講義の研究

大型ハイビジョン映像を用い、多地点

間でシンポジウム、講義等を行う。

⑤医療の遠隔診断支援の研究 CTス キャン、レントゲン等の映像を
遠隔の専門医に伝送し、診断のコンサ
ルを受ける。

⑥サテライト電子編集印刷の

研究

サテライトスタジオと印刷会社を結び、

遠隔地での編集 ・印刷を可能とする。

LAN 高速LANの 研究 ATMノ ー ドを介して高速LANの 相

互接続及び情報のマルチメディア、超

高速伝送の実験を行 う。
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第3-3-7図 「電子 カタログを用いたマルチ メディア通信販売の研究」
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タベースか ら、商 品の電子 カタログを検索 し、発注 を行 う実験 を行 うこ

ととしている(第3-3-7図 参照)。

また、「高速LANの 研 究」では、大 量のデー タの即時送信 を安価 に実

現できる高速 ・広帯域のATM-LAN(高 速LAN)を プラザ及び各

参加企業 内に構築 し、高速LANを 用いた情報通信 システムの有効性の

実証 を行 うこととしてい る。

③ ケーブルテ レビによる新サ ー ビスの支援

ケーブルテレ ビの分野では、光伝送、デジタル技術 などの最近の技術

革新によって、大量伝送、双方 向伝送が可能 とな り、放 送サー ビスのみ

ならず通信サー ビス も含 む フルサー ビスの提供 が可能 に なって きて い

る。

このような動 向に対 し、郵政省では、5年12月 、①地元事業者要件の

廃止及び施設区域の広域化 によ り事業者の広域的な事業展 開を可能 とす

る、②「フルサー ビス」の提供 のため の技術指 導、人材育成、その他 二山一

ビジネス展開の ための環境整備 を行 う。 また、 ケーブルテレビ網 を利用
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したデジタル通信(電 話等)技 術の実用化 を推進 す る、③通信 ・放送統

合サー ビスの実用化展望 を開 くため、関西学術研究都市 でのパ イロット

モデル としての ビデオ ・オン ・デマ ン ド等の実験 を推進す る、④外国企

業 との間の技術 的運営面、 ソフ ト供給面 での提携 に加 え、外 国企業の資

本 ・技術 ・ソフ ト面での ノウハ ウの導入 を促進す る、⑤光CATVシ ス

テムの開発、デ ジタル化の推進 を図 る。 また、 ソフ ト振興の ため、有線

テレビジョン放送番組充実事業 を実施す る、 な どを内容 とした 「CAT

V発 展に向けて の施策」 を取 りまとめ、 それ に沿 って ケーブルテ レビに

対す る振興策 を推進す ることとしている。

(4)フ ルネ ッ トワー ク支援セ ンターの構築

ケーブルテレビに対す る一般的 な振興 に加 え、ケーブルテ レビを利用

した各種 のマ ルチメデ ィアサー ビスの実現 を図 るため、通信 ・放送機構

においてフルネ ッ トワー ク支援 センター を整備 す る事業 が5年 度の第3

次補正予算 で認め られた。

この事業 は、「フルネ ッ トワー クモデル都 市」として指定 され る地域に

お いて、実利用に即 した所要の技術開発、及び 多様 な映像通信 に関する

高度な利用方法等の実現 のための技術 開発 を行 い、フルネ ッ トワー ク実

現に よる新 たな産業発展 の基礎 としての ケーブルテ レビ事業 の展開 を図

るものである。

具体的 には、通信 一放送機構が15億5千 万円の一般会計 出資を受け、

それによ り、フルネ ッ トワー ク支援セ ンター において、映像圧縮技術等

の研究開発、多様 な分野 にお いて利用可能 な情報通信 を活用 した様々な

技術開発 を行 うこととしている。

4マ ルチメデ ィア化の進展 に向 けた環境の整備

情報通 信 のマルチ メデ ィア化 を進展 させ てい くため には、マル チメ
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ディア ・ソフ トや その素材 とな る映像 ソフ トについての円滑かつ適切 な

権利処理体制の構築、新 たなサー ビスが ビジネス として成立す るような

環境作 り、国際的な協調、社会 の諸制度 との調整 といった制度的な面 で

の環境の整備 も重要 となる。 ここでは、 そのよ うな観点 か ら必要 と考 え

られる環境整備面 での課題 及び取組について概観す る。

① ソ7ト の充実 と円滑利用の ために

ア マルチ メディア ・ソフ トに関す る知的所 有権

マルチ メディア化の進展 のためには、 その ソフ トの充実が不可欠であ

るが、その制作にあたっては、音楽、 映画等、極めて多様かつ 多数の既

存著作物の利用 を必要 とす ることが多い.こ のため、マルチメディア ・

ソフ トの充実のため には、著作権 をは じめ とす る知的所有権 に関す る円

滑かつ適切 な権利処理体 制の整備が必要 とな る。

この点 については、文化庁の著作権 審議会 の 「マルチ メディア小委員

会」において検討が重ね られてお り、5年11月 には、マルチメデ ィア ・

ソフ トの素材 として利用 される著作物 の権利処理 の在 り方等について、

第一次報告書が発表 された ところであ る。

郵政省において も、4年8月 か ら5年5月 まで、「メディア ・ソフ ト研

究会」 を開催 し、同研究会 の報告書 において、映像 ソフ トの二次利用 を

は じめ、 メディア ・ソフ トの制作 ・提供 とソフ ト資産 の有効利用 を図 る

ために、関係事業 者 ・団体 ・省庁 の協調の もとで、著作権 を中心 とす る

知的財産権 の権利処理ルールの確立、権利デー タベー スの構築等に よる

的確な権利情報 の提供、包括的 な権 利処理体制 の整備等 を進め ることを

提言 してい る。

また、5年1月 か ら郵政省において開催 されている 「映像 ソフ トの知

的財産権 に関す る協議会」 で も、映像 ソフ トの円滑 な制作 ・流通 を促進

するため、放送 ソフ ト及 びマルチ メディア ・ソフ トに関する知的財産権
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につ いて検討 が行 われるなど、 この問題 についての積極的 な検討が進め

られてい る。

イ 「放送番組素材利用促進事 業」 の推進

マルチ メデ ィア化の進展の ためには、 ソフ トの充実が不可 欠であるこ

とは前述の とお りであ り、 このため、 ソフ トの制作能力 の向上 を図 るこ

とが必要 である。郵政省では、6年 度か ら、①放送番組素材 を収集 ・制

作 ・保 管 し放送番組の制作 の用 に供す る業務 、②放送番組素材の取引の

あっせ ん ・情報 の提供 を行 う業務 を行 う 「放 送番組素材利用促 進事業」

を推進 す るこ ととしてい る。具体的 には、本事 業 を行 う者に対 し、産業

投資特別会計か らの出資 を原資 とす る通信 ・放送機 構か らの 出資、財政

投融資に よる低利融資、 無利子融 資による支援 を行 うこ ととし、関連の

法律 を整備す ることとしてい る。

② ニュー ビジネスの振興

21世 紀 に向けて、産業 の構造調整 を進め、我が国経済の持 続的発展を

図 ってい くため、ニュー ビジネス の台頭が望 まれてい る。 また、 それぞ

れの地域が その特 色 を生か して発展 してい くためには、各地域 における

ニュー ビジネ スの振興 を図ってい くこ とが必要であ る。

6年1月 に発表 された、 「情報通信産業 の新 たな創造 に向けて」によれ

ば、光 ファイバー網整備 に より2010年 には新 たに56兆 円以上の市場が創

出 され、従来か らの関連市場 を加 えたマルチ メデ ィア市場 は123兆 円に達

し、現在の主要産業 である 自動車産業や電子 ・通信機器産業 に も匹敵す

る規模 とな り、また、この市場拡大 に より、2010年 には、240万 人の雇用

が創 出され るとされている。

この よ うに、情報通信産業 は、ニュー ビジネ スが創 出 され る分 野 とし

て大 きな期待 がかけ られてお り、 この分 野におけ るニュー ビジネスの発

展 は我が国の持続的経済成長 に大 き く貢献 してい くと期待 され るこ とか
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ら、その振興の ための総合的 な方策が求め られてい る。

このような観 点か ら、郵政省 では6年2月 か ら、「情報通信 ニュー ビジ

ネス研究会」 を開催 し、①情報通信産 業の現状 及び創 出が予 想 され る

ニュー ビジネス、②情報通信 産業におけ るニュー ビジネ スが直面す る課

題、③欧米 におけ る情報通信分 野の二⊥一 ビジネスの現状、課題 及び振

興策、④情報通信分野 におけ るニュー ビジネスの振興策等について検討

を行 っている。

⑧ マルチメデ ィア環境整備 に関 する調査研 究

マルチ メディア時代 に対 応 した映像 ソフ ト等 が通信 や放送 の ネッ ト

ワー クで自在 に利用 され る環境 の整備が課題 となっている。 このため、

6年 度、 これ らの課題 について、事業者 のニー ズ等を把握 し、かつ、各

種情報通信サー ビスの事 業採算性 も考慮 しつつ、具体的 な対応策 を提示

するための調査研究 を実施す ることとしている。

(4)国 際的提携の推進

情報通信の高度化 に より、 その対象範囲が地球規模 に拡大 して きてい

ることか ら、マルチ メディア化 の推進に向けた、 インフラ、技術等の検

討を行 ってい くに当たっても、関係諸国 との国際的提携 を推進 してい く

ことが重要になっている。

このような観点か ら、郵政省 は、5年4月 、米国に 日米電気通信政策

対話(ラ ウン ド・テーブル)の 開催 にっ いて提案 を行 い、米国側か らの

賛意 を受けている。 この政策対話は、行政、産業界及び学 界か らなる対

話 を行い、電気通信分 野におけ る日米両国の技術協力 ・官民協 力の推進

及び広範 な政 策協調 を図ることに よ り、地域 的及 び国際的 な電気通信の

発展に寄与す ることを 目的 とした もので、その議題 などについては、細

部の検討が行 われている。
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(5)社 会の諸制度の整備

マルチメデ ィア化 の進展 によ り、今後、流通 ・医療 ・教育 ・行政等様々

な分野 で多様 なサー ビスが開発 されてい くと考 えられ るが、 その ような

新 しいサー ビス を社会 に実現、普及 させ てい くためには、社会 の諸分野

におけ る制度面 での環境整備 が重要 とな って くる。

また、例 えば、通信 を介 した営 業 ・販 売や遠 隔勤務 等の実現のために

は、直接 の対面 を重視 す るビジネス慣行や、成果 よ りも勤務 時間 を重視

す る慣行等が見直 されてい く必要 がある とい うように、 情報通信 のマル

チ メディア化 を進展 させ るためには、確立 され た制度 だけではな く、社

会通念 ・社会慣行 の変化 も必要 になるこ とが考 え られ る。


